
親族が事業から受ける対価の取扱い   

についての一考察  

斎 藤 信 雄  
（税務大学校研究部教育官）   



256  

目  次  

はじめに  

第1章 「親族が事業から受ける対価」の取扱い  

第1節 事業から対価を受ける親族がある場合の必要経費の特例……… 260  

1 立法趣旨  

2 所得税法56条の沿革………・・  

……………・‥ 264   3 税制調査会における審議  

4 資産所得合算課税制度の廃止  

5 租税回避  

6 所得分割  

第2節 所得税法56条をめぐる諸問題  

1 家族を単位とする社会の変化  

2 判例にみる所得税法56条の解釈  

3 アメリカにおける家族労働報酬の取扱い  

4 各国の家族労働報酬に対する課税の取扱い  

第3節 まとめ  

第2章 青色申告制度と白色申告者の記帳義務  

第1節 青色申告制度と事業専従者  

1 青色申告制度  

2 青色申告制度の由来  

3 青色申告制度の意義と今後の在り方  

4 青色申告の取消益に関する問題  

5 事業専従者  

6 「生計を一にする親族」  

第2節 白色申告者の記帳義務  

1 記帳制度創設の経緯  

2 青色申告制度と記帳義務  

3 白色申告者の記帳義務と青色申告  



257  

第3節 まとめ  

第3章 企業の課税と所得税  

第1節 個人企業と法人成り  

1 法人成りの要因  

2 判例における見解  

3 法人成りに対する考え方  

第2節 民法上の組合と所得課税  

1 民法上の組合と所得税の課税  

2 民法上の組合と所得税法56条  

3 裁判例にみる組合課税  

4 アメリカにおける家族組合の取扱い   

第3節 まとめ  

第4章 課税単位  

1 わが国における課税単位  

2 課税単位の類型  

3 諸外国における課税単位の動向  

4 裁判例にみる課税単位の見解  

5 所得税法56条及び57条と課税単位の問題  

6 まとめ  

第5章 結論   





259  

はじめに  

所得税においては、事業主と生計を一にする親族が事業から対価の支払いを  

受ける場合には、その対価の額は、原則としてその事業主の事業所得の金額の  

計算上必要経費に算入しない（所得税法56条）こととしている。   

この規定は、現行法の基礎となった昭和23年改正法により設けられた規定で  

あり、所得税法の基本とする個人単位課税の特例であると理解されている。   

ところで、申告納税制度は創設以来既に50年余を経過していることから、納  

税者の間に定着しているといわれている。そして納税者環境についても、戦後  

生まれの世代が壮年期を迎えた今日において、家族関係も大幅に変化し、納税  

者意識もまた大幅に変化している。そのような中で、個人事業者の所得計算に  

おいて、「親族が事業から受ける対価」の必要経費算入を認めないという所得税  

法56条の規定の合理性について、疑問が投げかけられている。   

また、昭和60年から白色申告者に対する記帳義務制度が施行され、一定の要  

件に該当する白色申告者には記帳義務が課されることとなったが、事業専従者  

の取扱いについては、従来どおり一定の事業専従者控除しか認められていない  

のは、青色申告者の事業専従者給与の取扱いと比較して不合理ではないかとい  

う見解から、青色申告者に認められている特典のうちのいくつかは、記帳義務  

の課される白色申告者にも認めるべきではないかという意見も出されている。  

そこで、本稿においては、現行法における「親族が事業から対価の支払いを受  

ける場合の取扱い」についての問題点等について考察し、今後の取扱いについ  

ての私見を述べたいと考えている。   
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第1章 「親族が事業から受ける対価」の取扱い  

第1節 事業から対価を受ける親族がある場合の必要経費の特例  

現行の所得税法における課税所得の計算は、所得の種類を10種類に分類し、  

その所得の稼待者を単位として課税する個人単位の課税が基本とされている。  

しかし、10種類に分類された所得の中で、事業所得については「事業から対価  

を受ける親族がある場合の必要経費の特例」が設けられており、実質的には世  

帯単位課税となっている。   

この特例は所得税法56条において規定されており、「居住者と生計を一にす  

る配偶者その他の親族がその居住者の営む事業所得等を生ずべき事業に従事し  

たことその他の事由により当該事業から対価の支払いを受ける場合には、その  

対価の額は事業所得等の金額の計算上必要経費に算入しないものとし、かつ、  

その親族のその対価に係る各種所得の計算上必要経費に算入されるべき金額は、  

その居住者の当該事業に係る事業所得等の金額の計算上必要経費に算入する。  

この場合において、その親族が支払いを受けた対価の額及びその親族のその対  

価の額に係る各種所得の金額の計算上必要経費に算入されるべき金額は、当該  

各種金額の計算上ないものとみなす。」というものである。   

「親族が事業から受ける対価」の取扱いを考察するに当たって、まず、この  

節においては、現行法における取扱いとこれを規制する規定の立法趣旨やこれ  

までの経緯などを概観し、次節において、現行法における取扱いの問題点を整  

理することとする。  

1 立法趣旨   

所得税法56条の規定の趣旨は、わが国における個人事業が家族全体の協力   

のもとに家族の個人財産を共同で管理、使用して成り立つものが多く、それ   

について個々の対価を支払う慣行があるとはいえないため、家計と事業から  

生ずる所得を切り離して考えること自体に無理があり、個人財産の使用に対   
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する対価を一般に必要経費に認めることとすると家族間の取決めによる窓意  

的な所得分割を許すこととなり、税負担の不公平をもたらす結果となること、  

また、その対価の金額も窓意的に決められることが多く、客観的に合理的な  

対価の額を算出することが実際上囲経であることなどを根拠として設けられ  

た規定である（1）と説明されている。   

これに対して、所得税法57条では「事業に専従する親族がある場合の必要  

経費の特例等」として、特例である所得税法56条の特例として青色事業専従  

者給与及び事業専従者控除の必要経費算入を認めている。したがって、所得  

税法56条の原則規定は、青色申告者の事業に専従する親族に対する対価の支  

払いに関する限り、前述の所得税法57条により実効を失わしめている。もっ  

とも、家族労働報酬以外の点、つまり、事業主と生計を一にする親族が事業  

から地代、家賃等を得ているときには、その必要経費算入が認められないと  

いう点においては、所得税法56条は今日なお実効力をもっている。（ZI   

この青色申告者に対する専従者給与の規定は、青色申告の最大の特典であ  

る。この特典の在り方については、白色申告の事業所得者に対して、昭和59  

年の法改正により所得税法231粂の2の規定（記帳義務）が追加され（所得制  

限はある）、また、消費税法における仕入控除の規定においては帳簿の備付  

けがなければ仕入控除ができないことなどの点において、専従者給与の規定  

を、従来の青色申告の特典として位置づけておくことが安当か否かについて  

の疑問が投げかけられている。（3）この点については、青色申告制度の検討にお  

いて、改めて触れることとする。  

2 所得税法56条の沿革   

わが国における所得税の制度は明治20年に創設されている。この時に制定   

された所得税法の第1条但し書きにおいて、「同居ノ家族二居スルモノハ総   

テ戸主ノ所得二合算スルモノトス」という規定が設けられている。この規定   

はわが国のモデルとされたプロイセンの制度にならったものであって、わが   

国の戟前の家族制度に合致するものであったといわれている。14）   
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この規定は明治32年に全文改正が行われているが、この合算課税制度はそ  

のまま引き継がれ、更に、これに加えて「戸主卜別居スル家族2人以上同居  

スルトキ」も合算の対象とすることとされた。そして、大正2年の法律改正  

で、同居家族の所得は合算して累進税率を適用した上で、その税額を各人に  

按分することとなった。その後、大正9年の所得税法の全部改正、昭和15年  

の所得税法の全文改正、そして昭和22年の全文改正に当たっても、同居家族  

の合算課税制度はそのまま存続されたム   

しかし、昭和24年8月27日のシヤウプ勧告において、当時施行されていた  

合算課税制度について次のような手旨摘を受けた。「同一の生活水準、同一の  

担税力水準にある納税者より高い税率で課税する不公平な制度である。した  

がって、合算課税制度を廃止して個人別に課税するよう改めることとするく。  

ただし、『要領のまい納税者』に対する“抜け道”封じのための個別申告制の  

制限措置として、①納税者と同居する配偶者及び未成年者の資産所得は、納  

税者の申告に記載させ合算して課税する。②納税者の経営する事業に雇用さ  

れている配偶者及び未成年者の給与所得は、納税者の所得に合算する。」t引   

以上のような勧告を受けて、昭和25年の税制改正では、世帯単位課税から  

個人単位課税へと移行したが、その例外として「みなす事業所得」の規定が  

設けられた。その際の条文は次のとおりであった。  

旧所得税法ノ（昭和22年法律27号）  

【みなす事業所得】  

第11条の2 納税者と生計を一にする配偶者その他の親族が、当該納  

税者の経営する事業から所得を受ける場合においては、当該所得は、  

これを当該納税者の有する事業所待とみなす。この場合においては、  

第8条第1項の規定の適用については、当該親族は、当該納税義務者  

の経営する事業から所得を受けていないものとみなす。   

なお、昭和27年の改正で、本条の規定の整備が行われ、次のように全文改  

正された。すなわち、納税者と生計を一にする配偶者その他の親族が当該納  

税義務者の経営する事業から所得を受ける場合においては、当該親族の当該   
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所得の収入金額に相当する金額は、当該納税者の事業所得の金額の計算上こ  

れを必要経費に算入されないこととされた。一方、当該親族の当該所得の金  

額の計算上必要経費に算入すべき金額は、当該納税義務者の事業所得の金額  

の計算上必要経費に算入するものとされた。この場合において、当該親族の  

所得の金額の計算については、当該事業から受けた所得の収入金額及び当該  

所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額は、いずれもないものとみな  

すこととされた。また、同年の改正において、個人事業者に対する青色申告  

制度の普及を奨励する見地から、青色申告者について、当該事業に専従する  

親族に支払う給与の必要経費算入（控除額限度方式）を認める専従者控除制  

度が創設され、本条に第2項として追加されている。   

続いて、昭和32年の改正では、納税者と生計を一にする親族が、当該納税  

義務者の経営する事業から受ける所得の範囲に不動産所得と山林所得が追加  

され、これに伴う条文整理が行われた云 この改正は、不動産所得の貸付業及  

び山林経営の場合には本条のような規定がなく、 その所得計算が不明確であ  

ったため、これらの所得についても事業所得の場合に準じて取り扱うことに  

したものである。   

この結果、h現行法のように規定が整備された。   

昭和36年の改正において、青色申告者とのバランスから白色申告者に対し  

てもー定の控除を認める白色専従者控除制度が設けられ、本条に第3項とし  

て追加されている。昭和40年の改正においては、所得税法の全文改正が行わ  

れ、本条から専従者控除制度の規定が分離され、本条は第56条、専従者控除  

の規定は第57条として置き換えられた。そして、2年後の昭和42年の改正に  

おいて、青色事業専従者給与の限度額が撤廃され、現在に至っている。   

なお、資産所得の合算課税制度については、昭和63年4月の税制調査会答  

申「税制改革についての中間答申」において、「資産所得の合算課税制度は  

廃止するのが適当である」という答申がなされ、この答申を受けて平成元年  

分から廃止された。   
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3 税制調査会における審議 

所得税法56条関係が税制調査会において取り上げられたのは、昭和46年8   

月の長期答申が最初である。この時には課税単位の問題として議論されてい   

るが、本格的な検討ではなく、問題提起に止まっている。岬この答申において   

は、次の二点について事業所得関連の意見が紹介されている。第一点は「事   

業専従者を有する事業所得者とその他の所得者との間の実質的負担の均衡を   

図る見地」であり、二点目は、「この方式の導入によって、所得の稼得に対   

する配偶者の貢献の評価や一般の給与所得者の世帯と配偶者に給与の支払い   

を行っている同族法人の経営者や事業所得者の世帯との間の税負担の均衡を   

図りうるという利点も考えられる。」というものである。   

ここでの議論の前提は、同族法人及び個人事業における稼得所得はすべて   

代表者あるいは個人事業主に帰属し、家族従業員に対する給与は所得分割で   

あることを前提としている。確かに、従業貞ではあっても、その者が家族従   

業員であった場合の給与の支払いの場合には所得の分割ではある。しかし、   

それが労働報酬に対する正当な対価である限りは問題とすべきではないと思   

われる。個人事業にあっては、資本と労働の投下により稼得した収益につい   

て、その労働の対価として支払われる家族従業員に対する給与は、それが実   

際に従事した労働の対価である限りにおいては、認めうる所得分割ではなか   

ろうか。   

所得税法56条の規定は、事業に従事する親族に対する対価の支払いを対象   

としていることから、妻に限らず、成人した子やそのノ他の親族も対象とされ   

る。課税単位の問題にあっては、そのグループをどのようにするかは難しい   

問題とされている。そして、税制調査会での、税負担の比較が問題とされる   

ときの比較の対象がサラリーマン世帯の夫婦であることを考えた場合、この   

間題は同一レベルで考える問題とは異なるのではないかと考える。所得税法  

56条の規定はあくまでも事業所得の金額の計算を行うに当たっての特例規定  

である。事業所得の金額の計算と、支払われた給与を事業主の所得と合算す   

るかどうかは別の問題であり、課税単位の問題として捉える場合には、家族   
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従業員に支払われた給与を法人の代表者なり事業主の所得と合算するかどう  

かというところでの議論であるべきだと思われる。   

次に取り上げられたのは昭和52年の答申であり、「今後の税制のあり方答  

申」の中で簡単に触れられている。ここでも「課税単位」の問題とし、現状  

維持が適当であるという答申を行っている。（7）   

ところが、昭和61年2月25日に出された「税制の抜本的見直しについての  

答申・報告」において、課税単位に関する専門小委員会は「所得税法56条及  

び57条と課税単位」の問題として、「近時、（イ）専業主婦の夫の稼得に対する  

貢献（内助の功）を評価する方策を考えてはどうか、（ロ）中堅所得層の負担の  

磋和を図るために、二分二乗制を採用してはどうか、い事業所得者等が完全  

給与化された青色専従者給与の支払を通じ「所得分割」を行うことにより、  

累進課税が大幅に緩和されているため、給与所得者との間に負担のアンバラ  

ンスが生じていることにどう対応するか、あるいはHパートに出ている主婦  

の所得が一定額を超えた場合にかえって家族全体の税引後手取り所得が減少  

するという断層減少（いわゆる、「パート問題」）を解消する方策とならない  

か、といった点から、課税単位を見直すべきではないかという意見が出され  

ている。」（引という報告を行っている。   

以上のように、専門小委員会においては、それぞれの意見を紹介しながら  

も、「給与所得者が抱いている『所得分割』を通じた累進税率回避に対する不  

公平感への対処という点については、所得税の税率構造自体の累進度を複和  

する等の方向で、対応していくことが適当であると考える。」㈲と結んでいる。  

しかし、この報告を受けた税制調査会の意見としては、「青色の事業所得者  

において事業専従者に対し所得を分与することについては、就労の実態があ  

る限りにおいて税制としてそれを否定することには無理があり、過大な給与  

の支払いがある場合には制度の厳正な運用により対処していくのが適当であ  

る。」（10）との答申がおこなわれ、必ずしも、『所得分割』を通じた累進税率回  

避とは断じていないように思われる。   

上記の税制調査会の小委員会において問題とされているのは、一つには、   
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家族間の取決めによる窓意的な所得分割の場合であ・り、もう一点は、所得分  

割が行われている事業所得者と所得分割ができない給与所得者との間におけ  

る税負担の問題であると思われる。 

第一点の窓意的な所得分割の防止の問題については、青色申告者の事業専  

従者給与制度の導入時において同様の問題が捷起され、法57条において必要  

経費に算入できる金額を規定し恋意的な所得分割の防止を図っている。従っ  

て、同様の規定を設けることにより、その目的は達せられるものと思われる。   

第二点にいう税負担のバランスの問題については、家族従業員に対する給  

与を潜費として認めるか否かという問題と、課税単位をどのようにするかと  

いう問題とを混同した見方であり、本来は別問題として捉えるべき問題であ  

る。   

以上、これまでに触れた問題については、後述するように、アメリカやド  

イツ・フランス・イギリスにおける所得税の計算においては妻に対する給与  

は必要経費上して認めている。その上で、夫婦の所得を合算して税額を計算  

するか、あるいはそれぞれの所得として税額を計算するかの問題を課税単位  

の問題として捉えている。ただし、これらの国においては、いずれも夫婦単  

位の課税を採用しており、フランスを除く3国は選択により個人単位の課税  

も認めている。（11〉  

4 資産所得合算課税制度の廃止   

資産所得合算課税制度は、昭和31年の臨時税制調査会の答申に基づき設け   

られたものであり、その趣旨は、要約すると、次のとおりである。   

すなわち、ノ資産所得合算課税制度は、①合算対象世帯員の中に資産所得を   

有する者がいる場合には、その者が勤労所得を有する者等に比較してより高   

い担税力を有すること、（さ担税力に応じた課税を実現するという見地からみ   

て、資産所得については、むしろ世帯単位に担税力を捉える方が生活の実体   

に合致すること、（卦資産所得については、生計を一にする世帯員に資産を分   

割することによって所得の分散を図り、税負担の軽減を図ることが容易であ   
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ること、（多生計を一にする一定範囲の緊密な関係にある親族間においては、  

その性質上世帯員の資産所得をも含めて管理支配することが容易であること、  

等を理由として設けられたものである。   

しかし、この制度をめぐっては、昭和40年代の後半から全国各地で多くの  

違憲訴訟が提起され、その判決が昭和50年代に入って相次いで出されたが、  

その中でいくつかの問題が提起された。   

例えば、東京高裁昭和53年1月31日判決（税資97号137貫）では、「資産所  

得合算課税の制度がたとえ控訴人らの主張するごとく婚姻生活に対する国家  

の妨害措置であるとしても、ドイツ連邦共和国の基本法のような婚姻と家庭  

を国家の妨害的措置から保護する特別の規定の設けられていないわが国の憲  

法のもとにおいては、右のことが憲法に違反するものとはなし得ない。」と  

して、この制度は婚姻に対する国家の妨害的措置であると認めている。また、  

大阪高裁昭和56年6月26日判決（税資117号756頁）では、「所得税法が規定  

する、扶養親族を定義するにあたっての所得限度額の設定及び世帯主と合算  

対象世帯員との間での社会保険料の控除方法は不合理である」との原告の主  

張に対して、「右規定は、立法政策上も立法技術上もその定立の趣旨が首肯  

できるものであるから、立法府が裁量権の範囲を逸脱し、明らかに合理性を  

欠くものということができない。けだし、租税法規の定立に関する立法府の  

何が公平・適切であるかの技術白れ政策的観点からの判断は、単に形式的整  

合性だけを要するものではなく、高度の価値選択を要するものであり、憲法  

は国会に射し租税法規の定立に閲し、広範な裁量権を与えているのである。」  

として訴えを退けている。更に、大阪地裁昭和59年5月10日判決（税資136  

号521貫）では、「合算課税の対象となる所得を資産所得に限定したこと、一  

定の利子・配当所得を特例により合算対象から除外したことは合理性を欠く。」  

との原告の主張に対して、「憲法の定める諸原則の下において制度上許容さ  

れるべき合理的限界をはるかに超え、国民の正義公平の観念に照らして到底  

許容できないなど、立法府がその裁量権を逸脱行使し、当該租税法規が著し  

く不合理であることが明白な場合に限り、これを違憲としてその効力を否定   
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することができるが、」と判示 

これらの判決において、いずれも違憲ではないとしではいるものの、少なか  

らず不合理性のあることが指摘されてVlる。   

その後の昭和61年10月に税制調査会から提出された「税制の抜本的見直し  

についての答申」では、資産所得合算課税制度について、「この制度をめぐ  

っては、資産所得の窓意的な名義分割が行われる場合についてのみ適用すれ  

ば足りるのであって、婚姻前から所有している財産から生ずる資産所得につ  

いては、累進課税回避の意図が認められないことからこの制度の適用除外と  

すべきであるという意見がある。これに射し、窓意的な名義分割のみこの制  

度を適用するとしても、その資産所得の起因となった財産が婚姻後に自ら稼  

得した財産であるかどうか明らかにすることは、納税者にとっても税務当局  

にとても極めて困難であるとする等の意見もある。生計を一にする親族が営  

む事業については、既に専従者給与の支給によって所得の分割が行われ、そ  

れを踏まえた課税が行われていること、窓意的な名義分割の場合についての  

み合算して課税するとしてもその判定が納税者にとっても税務当局にとって  

も極めて難しいこと、所得分布の平準化が進んでいること等を考えれば、こ  

の際、税制の簡素化の見地から資産所得の合算課税制度を廃止する方向で検  

討するのが適当であろう」との提言がなされ、これを受けて、資産所得合算  

課税制度は昭和62年の税制改正により廃止されている。（12）   

なお、昭和63年4月の「税制改革についての中間答申」においては、「資産  

所得の合算課税制度については、抜本答申で述べているように、既に事業所  

得の場合には、生計を一にする親族に対する専従者給与の支給を通じで所得  

の分割が行われ、それを踏まえた課税が行われていること、窓意的な名義分  

割の場合に限って合算課税を行うということも考えられるがその判定は納税  

者にとっても税務当局にとっても極めて難しいこと、更に税率の累進構造の  

緩和が図られること等を考慮すれば、この際、税制の簡素化の見地から資産  

所得の合算課税制度を廃止するのが適当である」と述べられている。   

以上のような経過を経て、資産所得の合算課税制度が廃止されているわけ   



269   

であるが、この理由の中で、「事業所得の場合」が説明材料とされ、「生計を  

一にする親族に対する専従者給与の支払いを通じで所得の分割が行われ、そ  

れを踏まえた課税が行われている」としており、さらに、「窓意的な名義分  

割の場合に限って合算課税を行うということも考えられるがその判定は納税  

者にとっても税務当局にとっても極めて難しいこと、更に税率の累進構造の  

緩和が図られること等を考慮すれば、この際、税制の簡素化の見地から」と  

している。このような理由であるならば、当然に、所得税法56条についても  

検討の対象としてもよかったのではないかと思われるが、この際には触れら  

れていない。   

もっとも、税制調査会は、所得税法56条は課税単位の問題であるとして検  

討しており、課税単位については、諸外国の動向を踏まえ慎重に検討を要す  

るとの構えであることから、ここしばらくはこのままでいくものと思われる。  

5 租税回避   

租税回避とは、私法上の選択可能性を利用し、私的経済取引プロパーの見   

地からは合理的理由がないのに通常用いられない法形式を選択することによ   

って、結果的には意図した経済目的ないし経済的成果を実現しながら、通常   

用いられる法形式に対応する課税要件の充足を免れ、もって税負担を減少さ   

せあるいは排除することである。（13）そして、納税者の行為が理論上租税回避   

といい得るためには、少なくとも三つの客観的要件が必要であると考えられ   

る。すなわち、納税者が、①不相応な方法又は異常な行為形式を選択し、②   

それによって通常の行為形式を選択したときと同一の経済目的を達成し、（∋   

その結果、多額の租税を軽減する。この場合のこの納税者の「異常な行為」   

をここでいう租税回避という。もっとも、異常な行為形式が選ばれたことに   

つき、正当な理由があるときには、租税回避行為は成立しない、（14）と説明さ   

れている。   

租税回避の概念については、以上のように説明されており、不相応な方法   

又は異常な行為形式の選択が要件とされる。   
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翻って、所得税法56条の立法趣旨が説明される場合に、「所得税法におけ  

る事業所得や不動産所得、山林所得について、納税義務者の事業にその親族  

が従事し給与等の対価が支払われる場合、所得分割の方法による租税回避を  

招きやすいことは明らかである。そこで、所得税法は、親族に支払われる対  

価の必要経費算入を認めない原則をとっている（56条）。」と説明される場合  

がある。ここでは、家族従業員に対する労働の対価等の支払いを所得分割に  

よる租税回避とみているのであるが、ここには、租税理論上の「租税回避」  

の客観的要件である「不相応な方法又は異常な行為形式の選択」は存在して  

いないことから、租税回避行為にはあたらないといえるのではないだろうか。   

また、「家族従業員に対する労働の対価等の支払い」を正当な労働報酬の  

対価であるとみるのか、それとも所得分割とみるのかは意見の分かれるとこ  

ろである。もっとも、通常の所得分割は対価の支払いという形式で行われる  

のであり、労務の対価だけではなく、土地・建物などの賃貸料や貸付金の利  

子等という形式もあることから、その対価の額の事実認定が難しいという行  

政上の問題に対する配慮が求められる。   

この点に閲し、金子宏教授はシヤウプ勧告の中で“抜け道封じ”としての  

法56条の規定を設けることとした背景を次のように述べておられる。  

「シヤウプ勧告は恐らくアメリカにおける個人単位主義の問題に対する一つ  

の回答として、資産合算と、それから生計を一にする親族への支払いを必要  

経費として認めないこと、この二つの制度を考え、捷案しているのではない  

かと思うのです。つまり、アメリカでは1948年にジョイントリターン制度、  

2分2乗の制度ができるまでの間は、納税者はいろいろな方法で家族の構成  

員の間に所得を分割して高い累進税率の適用を免れて、そして税負担を軽減  

しようという、ありとあらゆる試みを繰り返したわけです。（省略）これに  

対して、歳入庁は様々な理論を用いてこれを否認する。そうすると納税者の  

側が裁判所に訴えてそれを争う。そこで裁判所で内国歳入庁が勝つ場合もあ  

るし、納税者が勝つ場合もある。そしてそこにはいろいろなロスも生じてき  

ます。紛争が次々に起きてこ 内国歳入庁もいろいろエネルギーを使わなけれ   
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ばならないし、納税者の側でも租税回避のためにエネルギーを使うというこ  

とで、税務が大変複雑化し、また社会的に見てエネルギーのロスが生じてき  

た。そういう事態は、もちろんシヤウプ使節団のメンバーはよくご存じだっ  

たわけですね。特に法律家が何人も入っていましたから、恐らくシヤウプ使  

節団の方々はアメリカのようになったら大変である、だから個人単位主義を  

採用するけれども、きちんと手当てはしておこう、そういうことでこの二つ  

ができたのではないかと思うのです。」（15）   

と述べておられる。シヤウプ勧告が出された当時の社会情勢は、戦前の家  

父長制度の下における家長が絶対的な権力を有する家族制度から民主的な家  

族制度へと大きく変化した直後であり、民主的な家族制度が定着していない  

状況にあったことが想定される。そのような中で申告納税制度を導入した場  

合には、納税者は当然のことながら、課税庁側においても、上記のような混  

乱の生ずることが予想されたはずであり、当時の情勢としては、所得税法56  

粂の規定は必要なものであったものと思われる。  

6 所得分割   

累進税率の構造をもつ所得税制度の下では、主たる稼得者の所得を家族構   

成員に分割することにより、それぞれが低い所得税率の適用を可能にするこ   

とにより税負担を軽減することができる。これが家族間の所得分剖であり、   

その原因として、課税単位が消費単位である「家族（世帯）」ではなく「個   

人」単位となっている点にある。（18）   

この点について、大阪地裁で世帯所得合算課税の合憲性が争われた「所得  

税決定処分等取消請求事件」（昭和59年10月26日判決・税資36号521頁）にお   

いて、事業所待と租税回避について、次のように判示している。「事業所得   

は財産と勤労との協働から生じる所得であるが、通常は個人が多くの労働等   

を費やして所得を得ていることから、給与所得や退職所得と同じく勤労所得   

と分類することも可能である」とし、「近時青色申告の普及に伴い、事業主  

が生計を一にする配偶者その他の親族に射し、労務の対価として不相応な巨   
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額の青色事業専従者給与を支払うことにより、所得の分散を図る行為が見受  

けられることを指摘する者もあるが、同条項は、事業主と生計を一にする配  

偶者その他の親族がもっぱら事業主の営む事業に従事する場合に限り、その  

労務の対価として相当と認められる金額について青色事業専従者給与を認め  

ているのであるから、この制度の濫用に対しては、現行税制の下でも、課税  

庁が適切な措置を講じて所得の分散による累進課税の回避を図ることが可能  

である。」と判示している。この判決においては、事業所得については、も  

ともと労働集約的な所得であり、その事業に従事した者に対する労働の対価  

として相当と認められるものについては所得分割ではなく、その制度を盲監用  

した場合に所得分割としての租税回避に当たるとする見解を示している。   

また、アメリカにおける所得の概念について、判例法は「資本、労働、も  

しくは両者の結合から生ずる利得」と定義するのに対応して、所得の帰属に  

ついては、通常、（a）役務から生ずる所得（報酬、給与）と（b）財産から生ずる  

所得（利子、配当、賃貸所得等）とが区別される。そして、所得の帰属は、  

法律上の権限のみによることなく所得の稼得者や所得を処分する力を持つ者  

が誰であるのかということが重視されるべきであるとされている。しかし、  

家族的企業のような事業から生ずる所得を扱うような場合には別の観点が要  

求される。事業所得は労働と財産との結合した所得であるからであり、家族  

的企業の所得では、家族の人的役務（労働）と資産とを基礎としているから  

である。労働に着目すれば、ルーカス対アール事件の判例（17）により、稼得す  

る者に所得が帰属することになる。したがって－、従業員による労務の提供の  

場合にはその対価は使用者の所得に帰し、従業員はその一部を給与として受  

け取るということになる。ここでは所得の分割がなされているのであり、稼  

得所得では所得分割が許されないのではないかという疑問も生じるが、所得  

分割では一般に租税負担軽減の目的の存在を前提としていること、従業貞の  

労務の提供は自ら所得生産に参加しているという事実があることを考えれば、  

両者は同一に取り扱うべきでないともいえる。（18）   

このように、アメリカにおける家族的企業の家族従業員に対する給与の取   
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扱いは、基準的に、労務の提供者にその所得が帰属するのであって、一般的  

な所得分割とは区別されているのである。   

なお、この点についての日本の税制調査会の見解は、昭和61年2月に出さ  

れた「税制の抜本的見直しについての答申・報告」の中で、課税単位に関す  

る専門小委員会は「事業所得者等が完仝給与化された青色専従者給与の支払  

いを通じ『所得分割』を行うことにより、累進課税が大幅に浸和されている  

ため、給与所得者との間に負担のアンバランスが生じていることにどう対処  

するかという問題意識の下に」（19）との表現がなされ七いることからも分かる  

ように、家族従業員に対する給与の支払いは「租税負担の軽減を目的とした  

所得分割」と認識している。しかし、昭和61年10月に出された税制調査会と  

しての答申では、「青色の事業所得者について事業専従者に所得を分与する  

ことについては、就労の実態がある限りにおいて税制としてそれを否定する  

ことには無理がある。」としており、微妙な表現を用いている。この点で、  

アメリカの取扱いとの間には、基本的な認識の相違が何える。  
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（7）前掲 項目別 税制調査会答申集 P263   
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（8）「税制の抜本的見直しについての答申・報告・審議資料総覧」より   

Ⅰ課税単位に関する専門小委員会報告  61．2．25  

「所得税法56粂及び57条と課税単位」  

（9）前掲「課税単位に関する専門小委貞会報告（61．2．25）」P267  

㈹ 昭和61年10月「税制の抜卒的見直しについての答申」．P37 税制調査会  

地 金子宏「所得税の理論と課題」税務経理協会 平成8年3片 P77  

（吻 昭和63年 改正税法のすべて P315  

〔世帯貞が資産所得を有する場合の税額の計算の特例制度の廃止〕  

㈹ 金子宏「租税法」第6版弘文堂1997．3 Pl18  

伍尋 碓井光明「所得税における必要経費」租税法研究3号P72～  

㈹ 「家族労働の対価」創刊100号記念座談会税務事例VOL．10NnlP141978．1  

㈹ 水野息恒「アメリカにおける中小企業課税」日税研論集VOL．4P202P202  

∽ LucasV．Earl事件   

［281U息111，50S．CT．2414工一．ED．731（1930）．］   

Holmes判事現行法上給与はそれを稼ぎだした者に課税されるのであって、連邦所   

得税は、給与が→瞬たりともそれを稼ぎだした者に帰属しないほど巧妙に案出され   

たものであっても、事前の対応や契約によっては回避することができないよう規定   

されていることに疑問の余地はない、それが今回当法廷の審議した現行法の意味す   

るところと判断されるのであり、また果実をその育った木と異なる木に帰属せしむ   

るが如き対処行動をもたらす動機のためにはいかなる例外も認められない。  

（通 前掲 水野 P212  

㈹ 課税単位に関する専門小委貞会報告（61．2．25）〔税制の抜本的見直しについての  

答申・報告・審議資料総覧〕税制調査会帝P263 
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第2節 所得税法56条をめぐる諸問題  

個人事業における所得計算において、「親族が事業から受ける対価」の取扱  

いが規制された背景については、前節において述べたとおりである。しかし、  

この規定が設けられてから既に50年近くを経過しており、この間、家族関係や  

税務を取り巻く環境は大きく変化していることから、種々の問題が生じている。  

そこで、この節においては、所得税法56条の立法趣旨の観点から論ぜられてい  

る問題点について、整理・検討を行い、現状における所得税法56条の存在意義  

について考察する。  

1 家族を単位とする社会の変化  

（1）所得税制度と家族  

現行の所得税法は、個人の課税単位を基本としているが、その中にあっ   

て「所得控除」や「事業所得の金額」の計算は「世帯単位」となっている。   

このように、基本的には個人単位課税制度を採用しながら「所得控除」及   

び「事業所得の計算」については世帯単位を採用している。この点につい   

て、所得控除は「個人の担税力の強弱をいわばその者の経済生活単位ごと   

にとらえ、これを租税の面で考慮する趣旨のものである。」とされ、また、   

事業所得は「もともと個人事業は家族ぐるみの協力と家族の財産を共同管   

理使用して成り立つものであり、それについて個々の対価を支払う慣行も   

なく、かつ、仮に対価の支払いがあっても相当する対価の設定も税務執行   

上難しく所得分割の窓意性を排除する趣旨のものである。」仙と説明されて   

いる。  

「所得控除」と「所得計算」とではその基本的性格が異なるため、それ  

ぞれの角度からの検討が求められる。「所得控除」は課税所得算出上担税   

力をどの様に考慮するかの問題である。これに対して「事業所得の計算」   

では、事業所得の金額の計算上の問題であり、基本的には個人単位で各種   

所得の計算を行うという中での例外規定として位置づけられる。   



276  

所得税法においては「家族」の考え方が基卒にあると言われているが、   

所得税法に「家族」の考え方が用いられた背景について、中里実数授は  

「基本的にアングロ・サクソン的な個人主義の考え方を基礎として成立し   

た経済学において、消費主体として、個人ではなく家計が分析の対象とさ   

れてきたことの意味は決して小さくない。これは、課税等の公的介入の存   

在する以前に基礎的な経済単位として家計というものが存在していた（個   

人が国家以前に存在するように）ことの反映であると思われる。」と説明   

している。そして、「家計の行動に対して現行の所得税法上の個別的仕組   

みが影響を与えるとすれば、主に、課税単位と所得控除の制度を通じてで   

あろう。」｛2）とも述べている。  

戦前における旧民法においては、家、夫婦、親子のいずれの間でも、戸   

主、夫、親たる立場の者が、戸主権、夫権、親権を背景に、家族、妻、子   

に対して支配的影響力を及ぼし、また、経済的にも戸主は家産を独占し、   

夫は妻の、家にある父は子の財産の管理権を集中的に納める立場にあった   

のであるから、家族集団の経済的権限は前者に集中し、後者はこれに依存   

するという関係にあった。（3）このような家族制度が背景にあったことから、   

所得税睦においても合算非分割の世帯単位課税制度が採用されていたので   

ある。  

しかし、終戦後に民主的憲法が制定され、民法における家父長制度は廃   

止されて民主的な家族制度に改められたことから、所得税法においても、   

昭和24年の改正において従来の世帯所得合算非分割の制度から個人単位の   

課税に改正されている。しかし、民法が改正されて家父長制度が廃止され   

たとはいっても、直ちに一般社会の間に新しい制度が浸透するわけではな   

く、家父長制度の名残が色濃く残らていた戦後において、個人単位をその   

まま施行することについてためらいがあったために56条の規定を設けられ   

たのである。そして、この規定は、現行の所得税法においてもほとんどそ   

の内容に変更が加えられることなく存続している。  

現代社会における家族の有り様と戦後間もないころのそれとの間にさほ   
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どの変化がないものとすれば、戦後間もなく設けられた世帯を単位とする   

考え方がそのまま妥当するのであろうが、しかし、家族関係については、   

近年はこれと異なるいくつかの報告が行われている。14】  

（2）家族を単位とする社会の変化  

明治民法（旧法）は「家」制度をその基本原理としたため、戸主の家族   

に対する大幅な権限が定められ、男尊女卑の規定を多く含んでいたが、敗   

戟による憲法改正を受けて1947年に全面改正され、「家族における個人の   

尊厳と両性の本質的平等」（憲法24条）の実現のため「家」制度が廃止さ   

れ、形式的な男女平等がもたらされた。そして、現行法施行後約半世紀を   

経た1996年に、男女・親子・家族関係の「多様化」「自由化」「平等化」を   

キーワードとして婚姻法の改正作業が開始され、1996年2月に選択的夫婦   

別氏制、5年別居離婚、非摘出子相続分の平等化などを内容とする民法改   

正要綱がまとめられ、家族法の改正作業が進められている。t5－  

このことは、家族についての人々のふるまい方のルールが変わっている   

ことについて、80年代から多くの人が感じ、かつ論ぜられてきた現象にい   

よいよ民法改正という形で法的にも対応が検討されているということであ   

る。80年代には「家族危機」「家族崩壊」と呼ばれ社会病理扱いされたこ   

の現象が、一つのシステム内での逸脱というよりシステム自体の変動とし   

てとらえるべきであったことが、公に認知されるようになったということ   

であろう、（引と言われている。   

家族関係の変化について、落合恵美子氏は、家族社会学の立場から2回   

の「人口転換」を主体とした家族変動論により、次のように説明している。  

「人口転換とは、社会の近代化に伴い、多産多死から小産小死への人口学   

的状態の移行が起きることである。多くの社会ではその間に多産小死の時   

期を経験する。日本においては多産多死が1925年生まれの世代、多産小死   

の時代はその後1950年代生まれの世代、小産小死なのはそれ以降の世代で   

あるといわれている。第一の転換とは、高出生率・高死亡率から低出産率  

・低死亡率へと人口学的状態が移行することである。少子化は子供の価値   
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の上昇を伴い、子倶にたっぷりと愛情を注ぎ、母親が子供の養育と教育に   

かかりっきりになるという近代家族的家族観の成立であり、少子化の原因   

であり結果であったとも指摘されている。第二の転換は、出生率の低下、   

離婚率の上昇、事実婚の増加、婚外出生率の上昇などの一連の人口学的変   

化をさしている。これは、宗教規範の弛緩（世俗化）や消費水準の高度化   

による個人主義の徹底といったことを原因とする社会のかなり深い部分か   

らの変化であると分析されている。家族変動という観点からは、現在起こ   

っている現象は揃って、婚姻の公的意味付けの消失、子供や配偶者を持た   

ないライフコースの一般化など、家族に属するということが人々の人生に   

とって必ずしも自明でも必然でもない社会の到来を指し示している。この   

ように、第一の「人口転換」により全ての人が家族に属し家族が社会の基   

礎単位であるとI、う「家族の時代」が出現し、第二の「人口転換」ではこ   

れが否定され、個人が社会の基礎単位となる時代へと変化したのである。   

ここでいう「個人が社会の基礎単位となっている時代」とは、生活目標の   

設定や生活時間の使い方、財産の所有などは個人を単位にしていながら、   

男女や親子が一緒に生活することを選ぶということである。」（7Iとして、出   

生率の低下による家族構成の変化によって、家族関係も「家族の時代」か   

ら「個人が社会の基礎単位となっている時代」へと変化していることを説   

明されている。  

（3）「世帯」に対する「個人」の優位  

前述のように、家族関係が「家族の時代」から「個人が社会の基礎単位   

となっている時代」へと変化することにより、家族関係についてゐ考え方   

も変化してくると考えられるが、この点について、前出の落合恵美子氏は   

次のように説明している。「家族関係が『家庭』を中心とする考え方から   

個人を重視する考え方への変化と、就労機会の拡大により所得稼得が容易   

になったことと相まって、稼得所得の費消についての考え方も変化し、家   

族構成員個人の稼得所得は個人単位で費消するという考え方へと変化した   

ものと考えられる。家庭は形成されていながら、各人が所得を稼得し、そ   
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の所得を自らの欲求を満たすために費やしはじめたとろで、基礎的な経済  

単位は世帯から個人へと転換しつつあるといえなくもないであろう。人々  

が家庭を形成することが当たり前でなくなった現状、また、家庭は形成さ  

れながら、世帯の欲求充足よりもむしろ個人の欲求充足が優先され、個計  

化が現れてくるような現状においては、経済生活は世帯よりもむしろ個人  

を単位に営まれているという認識の方が現実味を帯びてくる。そして「課  

税等の公的介入の存在する以前の」経済単位としての個人ないし個計が存  

在する社会においては、個人を単位とする社会システムの構築が求められ  

ることとなる。」㈲として、従来から説明されてきた最小の経済単位として  

の「家族」という考え方については、再考が求められる状況が近づいてい  

ることを述べている。   

このように、家族の形態、あるいは家族関係が異なってきているという  

報告が行われていることを考えるならば、家族の中の世帯主の影響力なり、  

夫婦間における支配的影響力を行使できる状況等については、家族関係の  

変化に伴って同様に変化しているものと考えられる。そして、これらを前  

提として考えるならば、事業所得の計算の特例である「事業から対価を受  

ける親族がある場合の必要経費の特例」を設けて、所得の計算について事  

業所得だけを世帯単位で課税をすることについての理由の一部について、  

その理由が薄れてくるのではないかと考えられる。その理由の．一つに「給  

与の支払慣行が一般化していなし司犬況」というのがあるが、「家庭は形成  

されながら、世帯の欲求充足よりもむしろ個人の欲求充足が優先され、個  

計化が現れてくるような現状」が多くなっているとするならば、家族企業  

における家族従業員の場合にも、「個人の欲求を充足する」という考え方  

の下では、当然に労働報酬の対価としての給与の支給を求めるのが自然の  

考え方であると思われる。家族で事業を営んでいる場合、その事業に専従  

する妻は当然のことながら、その成人した子の場合には、給与の支払いを  

求める要求は妻以上に強くなっているものと考えられる。   



280   

2 判例にみる所得税法56条の解釈   

親族に支払った給与の必要経費算入の可否をめぐる争いとして、主に、生   

計を一にするか否かを中心に争われる事例が多いが、中には憲法違反を主張   

する事例もある。   

例えば、現行法56条の前身である旧所得税法11条の2第3項（親族が事業   

に従事する場合の所得の計算及び専従者控除）が憲法27条（法の下の平等）  

・25条（生存権等）及び14条（勤労の権利等）に違反するとして争われた  

「更正処分取消請求事件」（名古屋地裁昭和46年8月30日判決・税資63号374   

頁）がある。この事件では、旧所得税法11条の2第3項の規定の意味につい   

て、次のように判示している。「旧所得税法11条の2第3項は生計を一にす   

る親族の賃金を否認する趣旨を規定するところ、これは課税政策上賃金を必   

要経費として控除の対象とすることを否認するに止まり、同親族は扶養控除   

ないし事業専従者控除の取扱いを受けるものであり原告の言うが如く右の否   

認をもって大家族主義の下に家族従属労働を強いるものとは言い難く、生計   

を一にする親族が事業主たる親族より勤労の対価を受けることを拒否してい   

るものでないことが明らかである」として、原告の請求を退けている。   

また、現行法57条3項が憲法14条（法の下の平等等）に違反するとして争   

われた「青色申告承認取消処分取消請求事件」（長崎地裁昭和59年11月30日   

判決・税資140号459頁）でも、「（むわが国では、必ずしも家族従業員に給与  

等対価を支払う慣行がなく、却って、豪族従業員に多額の給与を支払う形式   

を取って経費を水増しし、あるいは現実に労働に従事していない家族従業員   

に右対価を支払う例も少なくないこと、（参家族間の窓意的な取決めによる税   

負担のアンバランスをもたらすことを防止するために、所得の起因となる一   

切の取引が正確に組織的かつ継続的に記録された信頼性の高い帳簿を備えつ   

けていない白色申告者の親族に対する事業専従者控除を制限する必要がある   

こと、（∋専従者控除の制限の態様も必要経費性を全く否定するものでないば   

かりか、青色申告制度を活用することによって専従者控除の対象を広げる途   

もあること、以上の諸点を考慮すれば、合理的な差別というべきであって憲   
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法14条に違反しない。」と判示している。   

以上のように、昭和年代の判例においては、親族に対する給与を租税上ど  

のようにするかは課税政策上の問題であり、その規定には合理的な根拠があ  

る、という見解であり異論は生じていないようである。   

しかし、現行法56粂は憲法11条（基本的人権の享有）又は13条（幸福追求  

権）に違反するから、法56条を適用しなければ公共の福祉が明確に阻害され  

る場合に限って適用されるべきである、として争われた「所得税更正処分取  

消請求事件」（東京地裁平成2年11月28日判決・税資181号417貫）において  

は、第一審では同条の規定の趣旨について従来の見解を踏襲した見解を示し  

たが、控訴審では従来と異なった見解が示された。この事件は地代家賃の必  

要経費算入の可否をめぐる争いであり、一審の判決では「もともと個人事業  

は家族全体の協力のもとで家族の財産を共同で管理、使用して成り立つもの  

が多く、それについて必ずしも個々の対価を支払う慣行があるものとはいえ  

ず、対価が支払われる場合であぅても、支払われた対価をそのまま必要経費  

として認めることとすると、個人事業者がその所得を窓意的に家族に分散し  

て不当に税負担の軽減を図るおそれが生じ、また、適正な対価の認定を行う  

ことも実際上困難であることから、そのような方法による税負担の回避とい  

う事態を防止するために設けられたものと考えられる。したがって、右所得  

税法56条の規定は、それ自体合理的な根拠を有するものであって、憲法11条  

又は13粂に違反しないことは明らかである。」と判事し、「同規定は、そこに  

定められた要件が備わっていれば、家族の財産を使用することに対する対価  

が妥当であるか否かといった個別の事情のいかんにかかわりなく一律に適用  

することが予定されている規定であることは明らかであり、しかも、そのよ  

うに解釈したとしても、この規定は合理的な根拠を有するものと考えられる  

から、仮に原告が主張するような事情が認められるとしても、なお、本件に  

ついて所得税法56条の規定を適用することが不合理なものとはいえない。」  

として原告の請求を排斥した。しかし、控訴審判決（東京高裁平成3年5月22  

日判決・税資183号799頁）では、「もっとも、右規定が設けられて∧から今日   
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までの間における、社会の経済構造の変化や個人の権利意識の高揚に伴う個  

人事業の実態の変化、税務当局の徴税体制の充実等を考慮すれば、右規定の  

立法の背景とされた個人事業の実態や税務当局の徴税能力に変化が生じてき  

ていることも否定できない。」との見解を示したものの、「右の変化によって  

前記のような右規定の立法理由とされた租税負担回避防止の必要性がなくな  

り、右規定がその合理性を失うに至ったものとまでは認められない。」とし  

て、一審同様に原告の主張は排斥されている。   

この判決では、東京高裁の見解として、「社会の経済構造の変化や個人の  

権利意識の高揚に伴う個人事業の実態の変化、税務当局の徴税体制の充実等  

を考慮すれば、右規定の立法の背景とされた個人事業の実態や税務当局の徴  

税能力に変化が生じてきている」ことを認めており、それまでにはない見解  

が示されたことは注目すべき点であると思われる。このことは、更に「変化」  

が進行すれば、若しくは、別の要因が加われば、「立法理由とされた租税負  

担回避防止の必要性がなくなり、右規定がその合理性を失う」可能性を示唆  

している、ともとれる見解である。  

3 アメリカにおける家族労働報酬の取扱い   

現行所得税法が、親族に対する対価の支払いについて、56条の規定を設け   

ることにより必要経費への算入を認めないこととしたのは、シヤウプ勧告に   

よるところが大であることから、、アメリカの所得税法における「親族に対す   

る対価の支払い」の取扱いも参考になると思われる。この点について、黒川  

功教授は『戟後家族における身分関係の変化と親族間の「合算課税制度」（三）  

』（9切中で次のように述べている。   

「米国では、如何に時代を遡っても、親族に対する安当な賃金が、連邦所  

得税法上の必要経費として控除できない等という議論は、後に紹介する小さ  

な例外（現在では存在しない）を除いては、全く発見することができない。  

1918年（大正7年）のEstateofK．Threefoot事件は、綿取引業等を営む組  

合の組合員たる父親が、健康上の理由から執務に支障を来たし、もともと組   
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合に雇用されていた二人の息子に個人的に依頼して自らの組合員業務の相当  

部分を代行させ、この追加的業務には組合から従来支給されていた給与の増  

額をもって応えたという事案である。また、組合はこの追加賃金を当該組合  

農（父）の個人的経費としてその利益分配額から差し引き、本人もこれを自  

ら′の事業上の所得に係る経費として認識してそのとおりに申告している。一  

般に近親者が変則的な取引をした場合、税務においてその正当性が疑われる  

ことが多いが、本件でも税務当局は当該追加給与の軽費性を否認し、事件は  

父の死後に至るまで争われること・とな、った。結局、租税申立審議会は、当該  

追加賃金は父の業務において息子が提供した役務に対する相当な対価である  

ことを確認七、所得税法の経費規定の原則通り‘その控除を認めた。1920年前  

後の米国では、既に現在のわが国以上に変則的で複雑な親族間での給与の支  

払いが行われていたが、米国の裁判所は‘、当事者の設定した権利義務関係を  

具体的に分析し、その法的性格を解明した上で、事業の連行上提供された役  

務に対する対価に相当するものは必要経費とし、そうでないもの・（贈与や偲  

人的支出等）は必要経費としないという基本原則を通用】Lている（また、利  

益分配に当たるものは、各人の分配利益として扱うものとしている。）。こう  

した態度は、所得税の連用としては筋の通った妥当かつ合理的なものであり、  

当然そうあってしかるべきも・のであるといえよう。」（10）   

このように、アメ「リカにおいては、親族に対する支払賃金の必要経費性に  

ついては確立されており、事実認定だけの問題であるように思われる。   

わが国における白色申告者の親族に対する支払賃金の必要経費性に関する  

判例（11）においては、所得税法56粂の規定があることにより、「生計を一にす  

る」か否かが問題とされ、その事莫認■走が問題、の焦点とされる。その結果、  

「生計を一にしていない」と認定されれば必要経費としで認め、「生計を一に  

する」と認定された場合には事業専従者と判断されることとなる。このこと  

からみると、裁判所は「親族に対する支払賃金の必要経費性」は認めている  

のである。   
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4 各国の家族労働報酬に対する課税の取扱い   

各国の家族労働報酬に対する税務上の取扱いについては、昭和40年に主税   

局で調査をしている。これらの取扱いは、大筋においては現在も変更されて   

いない（12）ので、昭和40年に出された資料により、主要4か国の取扱いを見て   

みると、次のようになる。  

（1）アメリカ  

家族労働報酬については、法人企業たると個人企業たるとを問わず事業   

経費控除（法第162条（a））の規定が適用され、次の要件に該当する場合に   

は控除が認められる。   

① 事業若しくは営業を行うことにおいて通常かつ必要な（ordinaryand  

necessary）経費であること。   

② 合理的な（reasonable）金額であること。   

③ 実際に提供された役務に対し支払われるものであること。   

① 実際に支払い又は負担するものであること。  

（参考） 喋第162条（，a）  

「当該課税年度において事業若しくは営業を営むため支払われたすべ  

ての通常かつ必要な経費については、次の場合を含めて控除が認めら  

れる。   

（イ）実際に提供された人的役務に対する合理的な給与またはその他の報   

酬額   

（ロ）（以下省略）  

（2）イギリス  

家族労働者に対する報酬については、その家族労働者が通常の条件で雇   

われている限り法人企業たると個人企業たるとを問わず所得税、法人税の   

計算上控除が認められる。これは、所得税法第137条（（a）の「事業目的に   

全体としてかつ専ら（wholly＆exclusively）使用される経費」のみが控   

除される、という一般原則の解釈として認められるものである。判例によ   

れば、「事業目的に全体として、かつ専ら使用される経費」としての給料、   
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報酬とは、「合理的金額」の範囲内のものでなければならず、これは、仮   

に他人を雇うならば支払われるであろう金額」とされている。スイット及   

びイングハム対トレヘルン事件（1924年）では父親がその息子を、事業に   

使用し、報酬として、その役務の対価に不相当な額を支払った場合に「合   

理的な金額を超える額は控除しえない」と判示されている。  

（3）西ドイツ  

親子間、夫婦間の雇用契約は、一定の要件を充たしていれば税法上も認   

められる。その際、支払報酬は合理的な範囲において事業支出とされる。  

（D 夫婦間の雇用契約  

兵面目に（ernsthaft）雇用契約が結ばれ、かつ、事実上も実行され  

ている（労働の提供と経常的な賃金の支払い）場合においては、夫婦間  

の雇用契約の存在が税法上容認される。「真面目である」ことの尺度は、  

雇用関係における夫婦の地位が、他人との間におけるそれと実際的に等  

しいことである。（省略）  

（彰 子女の雇用  

農林業の場合と営業の場合とを区分されている。   

（イ）農林業の場合  

雇用契約が民法上有効で、かつ、真面目に実行される場合には、両  

親と子女との間の当該雇用契約は原則として税法上も認められる。  

雇用契約は書面又は口頭による明示を必要としない。他人の間での  

雇用契約の場合と同じく、諸事情から判断されるものである。  

（省略）   

（ロ）営業の場合  

両親の営業に労働力を補給する青年又は未成年の子女に対する報酬  

は、通常労賃又は協同所有に基づく純益持分とされる。  

（省略）  

子女に対する賃金は、その地方で習慣となっている水準までの金額  

だけが事業支出として取り扱われる。労賃の追加払いがなされた場合   
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には、その追加払いが癒報酬の範囲内では適当なものであり、労働給  

付と合理性的関連にたって決定され、かつ′、，実際に支払われた場合に  

はやはり賃金とされる。  

（4）フランス   

（D 原則  

家族労働に対する報酬は、法人企業、．個人企業を問わず、当該報酬  

が実際に行われた労働に対して現実に支払われ、かつ、当該労働の質  

及び量から判断して相応であると認められる限度において経費控除す  

ることができる。  

② 妻に対する報酬  

イ 共有財産制濠排除していない場合  

次を条件として控除が認められる。  

（イ）年額にして壬，5り0フランを限度とすること。  

（ロ）その額が県平均賃金未満でないこと。  

レ1社会保障掛金、家族手当掛金の払込み及び5t％の概算課税の対  

象となること。  

ロ 共有財産制を排除している場合  

1の原則に従う。   

（参 その他の家族に対する報酬  

ユの原則に従う。（13）   

以上のように、これらの各国はいずれも原則的には親族に対する支払賃金  

を事業上の必要経費に算入を認めている。なお、いずれに国においても、親  

族に対する対価の額の決定には事業主等の窓意性の存在を予定し、その対策  

を規定に盛り込むことによって解決を図っている。   

わが国においては、家族従業員に対する支払賃金の取扱いは、税制調査会  

では「課税単位」をどのようにするかとレーう問題であるとしてい・るが、上記  

の諸外国においては、たとえ、家族従業員ではあっても、労働の対価は必要  

経費として認定し、「課税単位」の問題については、別の問題として捉えて   
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いるものと思われる。ただし、これらの国はいずれも個人単位課税はとって  

おらず、夫婦あるいは夫婦と子供を課税単位とし、合算分割あるいは非分割  

など、様々な方式を採用している。したがって、わが国のように、個人単位  

を採っている国ではどうかというと、なお検討の余地があるので、この点に  

ついては、後に詳しく検討する。  
召
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（1）コンメンタール所得税法P4193 第一法規  

（2）中里実「家庭と祝税制度」 ジュリスト恥10591995．1P31  

（3）黒川功「戦後家族における身分関係と親族所得の『合算課税制劇（2泊本法学第六  

十一巻第二号P177  

（4）次のような論説がある。   

① 中里実「家庭と租税制度」ジュリスト 恥10591995．1P31   

⑧ 落合恵美子「個人を単位とする『社会』と親子関係の双糸化」  

ジュリスト NnlO591995．1   

③ 福島千幸「個人単位課税と公平性」大東文化大学経済論集 70＿4  

1997．   

④ 黒川功「戦後家族における身分関係の変化と親族所得の合算課税制度」日本法  

学 60巻二号～61巻二号  

（5）床谷文雄「民法と現代社会」法学教室 恥1881996．5 P65  

（6）落合恵美子「『個人を単位とする社会』と『親子関係の双糸化』」   

ジュリストかblO591995．1p87  

（7）前掲 落合  ジュリストぬ10591995．1Ⅰ⊃41  

（8）前掲 落合  ジュリスト恥10591995．1P39  

（9）黒川功「戦後家族における身分関係の変化と親族間の「合算課税制度」E）」日本  

法学 第61巻第1号 P140～  

御 前掲 黒川功日本法学 第61巻第1号 P152～  

帥 「生計を一にする」とされた事例  

本稿44頁参照   
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「生計を一にしていない」とされた事例として  

本稿44頁参照  

個 村井正『課税単位論』税務経理協会「所得税の理論と課題」p77．1996．3  

㈹ 部内資料   
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第3節 まとめ  

現行の所得税法における56条の規定は、イ国人単位の課税を基本とする体系の  

中にあって、事業所得については世帯を課税単位とする例外規程として位置づ  

けられている。この規定が設けられた当初の趣旨は、「要領のよい納税者に対  

する、“抜け道封じ”のための個別申告制の制限措置」であり、その埋庸とし  

て、①わが国では、必ずしも家族従業員に対して給与等対価を支払う慣行がな  

いこと、（∋家族間の悉意的な取決めによる税負担のアンバランスをもたらすこ  

とを防止する必要があること、（参対価の金額について、客観的に合理的な対価  

の額を算出することが実際上困難であること、という3項目をもって説明され  

る。しかし、所得税法57条において、56条の特例として事業専従者給与及び事  

業専従者控除の規定により必要経費算入を認めており、青色申告者については  

給与等の支払いに関する限り実効のないものとなっている。   

なお、「親族が事業から受ける対価」の諸外国における取扱いは、概ね、そ  

の支払金額が妥当な範囲内である限り、その金額を事業の必要経費として認め  

る制度となっている。ただし、課税単位については、アメリカ、イギリス、フ  

ランス、ドイツなどにおいてはそれぞれ異なっており、わが国のように個人単  

位単一の課税単位を採っている国はなく、また、給与所得における概算控除の  

制度もないので、一概には比較できない面がある。   

わが国における申告納税制度は、平成9年に50周年目を迎えたが、この間、  

社会経済情勢は大きな変革を遂げた。税を取り巻く環境も大幅に変化し、申告  

納税制度も納税者の間に定着したといわれている。また、家族を単位とする社  

会についても変化が生じ、所得税の基本となる家庭の在り方についても変化し  

ており、必ずしも戸主なり事業主が家庭における財産の支配権を有していると  

はいい難い状況になっていると考えられる。そのような中で、民法の家族法が  

見直しの対象とされ、現在、改正作業が進められている。このような変化の中  

で、納税者の意識も変化し、「親族が事業から受ける対価」の取扱いについて、  

幾つかの違憲訴訟が行われてきたが、平成3年5月の東京高裁における控訴審   
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判決において、注目すべき見解が示された。それは、「社会の経済構造の変化  

や個人の権利意識の高揚に伴う個人事業の実態の変化、税務当局の徴税体制の  

充実等を考慮すれば右規定の立法の背景とされた個人事業の実態や税務当局の  

徴税能力に変化が生じてきている」として、税を取り巻く環境の変化を認めて  

いるのである。   

この判決において指摘された「右規定め立法の背景とされた個人事業の実態  

や税務当局の徴税能力の変化」は、まだ、違法事由とはいい得ない程度のもの  

ではあるとされているが、56条の規定に不合理性が生じていることは事実であ  

り、いずれ見直しが迫られるものと思われる。   

以上のように、所得税法56条の立法趣旨の観点からは、その昔景となった社  

会情勢や税務を取り巻く環境は大きくく変化しており、この規定を存続させる積  

極的な理由が見いだし得ない状況にある。したがって、所得税法56条の規定は  

削除すべき時期にきていると思われる。   
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第2章 青色申告制度と白色申告者の記帳義務   

青色申告制度はわが国独特の制度であり、申告納税制度の定着に果たした役  

割には多大なものがある。この制度は、記帳慣行の定着化を目的とした制度で  

あり、その普及のために多くの特典が設けられている。しかし、一方において  

は、納税者の間に記帳慣行は定着したとして、白色申告者に対する記帳義務制  

度が施行されている。このため、青色申告者に与えられている特典については、  

記帳義務の課されている白色申告者との間の整合性についての疑問が投げかけ  

られていることから、これらの疑問点について考察する。  

第1節 青色申告制度と事業専従者   

1 青色申告制度   

不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業を行う個人は、税務署  

長の承認を受けて、所得税の確定申告書及びその修正申告書を青色の申告書   

により提出することができる（所法143条）。   

この青色申告は、これによらない申告（白色申告）に比較すると様々な租  

税上の特典が承認され（平成9年分について、55項目が青色申告の特典とさ  

れている。）、これらの特典の中で最も多く利用されているのが「青色事業専  

従者給与」である。   

以上のような内容を持つ青色申告制度の目的については、申告納税制度の  

下での帳簿書類を基礎とした正確な申告を奨励するためである、と説明され、   

これ以外の目的を指摘するものはほとんど見い出し得ない。【1I   

これは、判例においても同様である。代表的な例（最高裁昭和49年9月20   

日判決・刑集28巻6号291項）によれば、青色申告制度とは「納税者が自ら  

所得金額及び税額を計算し自主的に申告して納税する申告納税制度の下にお  

いて、適正課税を実現す′るために不可欠な帳簿の正確な記帳を推進する目的  

で設けられたものであって、通式に帳簿種類を備えつけてこれに取引を忠実   
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に記載し、かつ、これを保存する納税者に対して特別の青色申告書による申  

告を承認し、青色申告書を提灯した者に対しては、推計課税を認めないなど  

の所得計算上の特典を与えるものである。」と解釈されている。   

このように青色申告制度の目的は、申告納税制度の下においての適正課税  

を実現するために不可欠な「帳簿の正確な記帳」を推進するために設けられ  

たものであると理解されている。  

2 青色申告制度の由来   

わが国における申告納税制度は昭和22年に導入されているが、この時期は   

戟彼の混乱期であることに加えて、国民の間では記帳慣行が未成熟であった   

ことから、申告をめぐっての税務行政に大混乱が発生することになった。こ   

のような混乱を収拾するための手段として導入されたのが青色申告制度であ   

る。この制度はシヤウプ勧告に基づき昭和25年に設けられた制度であり、わ   

が国独特のものである。このシヤウプ勧告書には、シヤウプ博士が調査した   

当時の日本の税務環境が、次のように記録されている。  

青色申告制度のもとにおける適正な納税者の協力は、納税者が自分の  

所得を決定するための正確な帳簿を記鐘する場合にのみ可能である、と  

いうことは自明の理である。今日、日本における記帳は嘆かわしい状態  

にある。多くの営利会社は帳簿記鐘を全然持たない。他の会社は帳簿記  

録をあり余るほど多く備えているが、その納税者にしかどれが本当のも  

のでどれが仮装のものにすぎないかがわからない。その結果は悪循環と  

なる。、すなわち、税務職員は正確な信用すべき帳簿がないから標準率お  

よぴその他の平均額を基礎とする賦課課税によるほかはないと主張する。  

一方納税者は、例え、正規の帳簿を付ける能力があったとしても、税務  

職員が帳簿を信用しないから、それは意味がないという。この悪循環を  

断ち切らなければならない。納税者が帳簿をもち、正確に記帳し、その  

正確な帳簿を税のために使用するように奨励、援助するようあらゆる努  

力と工夫を傾けなければならない。同様に、税務職員がそのような正確   
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な帳簿に基づいた申告を尊重するようにあらゆる努力とエ夫を傾注しな  

ければならない。  

教育と道具の掲示だけでは恐らく不十分であろう。このような道具を   

納税者が利用するように積極的に奨励する見返りを与えねばならない。  

一つの可能性は帳簿記諒を行う納税者には特別な行政上の取扱を規定す  

ることである。こうして、このような特別な取扱を希望する納税者は正  

確な帳簿記録を行う意図があることを税務署に登録する。これらの帳簿  

は税務署で認可された様式を用いて記念される。それは先に述べた各種  

の発達した様式の中の一つであろう。このように帳簿記録を行っている  

納税者は他の納税者と区別されるように異なった色の申告書を提出する  

ことを認められる。（2）   

このように、当時の申告納税制度を取り巻く環境は一般的記帳義務の導入  

を許容するような状況ではなかった。そこで、申告納税制度という枠組みを  

崩さない形で、しかも、記帳慣行が未熟という条件の下で、早期に正確な記  

帳に基づく適正な申告の実現によって混乱を収集するために選択された手段  

が、青色申告制度であったのである。（3）  

3 青色申告制度の意義と今後の在り方   

青色申告制度は、昭和25年以来今日に至るまでの間、申告納税制度の走者   

と発展に果たした役割には非常に大きいものがある。この点については、異   

論のないところであろうと思われる。  

しかし、この青色申告制度が租税制度に本来的なもの、ないしは恒久的な   

制度として考えるべきかどう．かという疑問は残る。シヤウプ博士はこの制度   

を「正しい記帳のための誘因策」とよび、また別のところでは、次のように   

述べている。「このような制度は諸外国に例をみないものである。この制度  

創設当時の意図を考え、その後のこの制度の歩みをみれば、やはりこの制度   

は、本質的には過渡的なものとして理解をすべきであろうと考える。そうし   

て、将来、納税者のすべてが記帳の必要性を認識しまた記帳能力をもつよう   
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になったときには、記帳義務制度が納税者すべてについて無理なく実施でき  

ることとなり、その暁には、青色申告制度はその使命を終えて発展的に解消  

すべきことになる筋合いのものであろう。（4）」   

そして、現在、この青色申告制度を将来的にどのようなものとして考えて  

ゆくかについての問いが提出されている。これは、主として次の三っの側面  

からの青色申告制度に対する問い直しである。（5）   

第一には、青色申告に認められている特典に関連するものである。これに  

は、膨大な数に達する特典のそれぞれについて存続させる合理性があるか。  

また、特典を白色申告には認めない、もしくは青色申告に比し極めて制限的  

にしか認めないことについて合理性があるかという問題である。特に、白色  

申告における事業専従者控除の厳しい限度額の設定が問題とされる。そして、  

これらの青色申告における特典の合理性に対する批判にな、これを青色申告  

制度の廃止に結合させる立場と、青色申告制度の存続は前提とする立場があ  

る。   

第二は、白色申告者への記帳義務が導入されたことによるものである云青  

色申告制度が一般的な記帳義務導入の過度的措置と考える立場からは、この  

白色申告への記帳義務が導入されたのを契機に青色申告制度の発展的解消が  

提案される。   

この点につき、白色申告者の記帳義務創設の基礎となった昭和55年の「中  

期税制答申」（政府税制調査会）は、記帳義務と青色申告制度との関連につ  

き次のように説明している。  

（口．青色申告制度との関係）  

「………青色申告制度が現在まで大きな役割を果たしてきたことを考え  

ると、記帳義務制度と青色申告制度はイ井存させ、また、求めるべき記帳  

の水準に差を設けることにより、この両者を制度的に整理すべきである  

と考える。納税者としては、記帳せざるを得ないのであれば、特典のあ  

る青色申告を選択した方が有利であるとして、おのずとより高度な記帳  

に移行していくことが期待される。」   
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しかし、この期待に反して、青色申告の普及割合はそれほど上昇すること  

はなかった。国税庁統計年報書によれば、導入前の58年度の普及割合が51％  

であったのに対し、導入後5年目では53％と導入前より2ポイント上昇して  

ピークに達したが、この年を境に減少に転じ、平成5年度においては50％と  

導入前より減少するに至っている。（6－この普及割合の変化についてのはっき  

りとした理由は不明であるが、個人事業者は一定規模になると法人成りして  

いることや、青色申告者数は増加しているが、分母となる納税者数が増加し  

ていること等が考えられる。また、青色申告の特典を利用できない者が多数  

存在しているということもー因ではないかと考えられる。   

この記帳義務と青色申告制度との関係についての税制調査会の考え方は、  

基本的には昭和36年の「国税通則法の制定に関する答申」に基づくものであ  

るが、ここでも同様な立場に立っていた。ただ昭和36年答申は、青色申告制  

度を高く評価しながらも、諸外国に例を見ないこのような制度は、本質的に  

は過渡的なものであり、シヤウプ使節団もこのように考えていたことは明白  

であるとしている。そして、「将来、納税者のすべてが記帳の必要性を認識  

しまた記帳能力をもつようになったときには、記帳義務制度が納税者に無理  

なく実施できることになり、その暁には、青色申告制度はその使命を終えて  

発展的に解消すべきことになる筋合いのものであろう。」と述べているので  

ある。   

また、白色申告における記帳義務につき要求される記帳事項の内容は、青  

色申告において承認されている現金式簡易帳簿よりも精密なものでありなが  

ら、青色申告におけるような特典は認められていない、この点についてバラ  

ンスを失するのではないかという異論が出されるている。｛7，青色申告制度が、  

あくまでも「自己賦課制度」の適正な運用とその確保に目白勺を置くとするな  

らば、白色申告との間における租税負担の格差が大であるとンいうことは、あ  

まり望ましい制度ではないように思われる。は－   

第三は、青色申告のみなし承認に関連するものである。青色申告の承認が  

なされた場合、税務署長は当該申請をなした納税義務者が法の定める帳簿書   
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類の記録・保存を実行しているかどうか、帳簿書類に不実の記載がないかの  

調査をなしたあとに青色申告の承認もしくは拒否をなす（所法145条）。これ  

が青色申告の承認について法が想定している通常の手続きである。しかし、  

青色申告の承認の申請をしたにもかかわらず一定時期を過ぎても何らの処分  

もなされないという場合には、その時期にみなし承認があったものとみなさ  

れる（所法147条）。しかし、みなし承認のあと何年かして承認申請のときか  

ら存在する帳簿書類の不備を指摘されて青色申告の承認が取り消されるよう  

な場合を考えてみれぼ、納税義務者の責任だけではすまされない問題がある  

のではないかとの指摘がなされている。過年度に遡る青色申告の承認の取消  

しによる納税義務者の負担にはかなり重いものがあるだけに、一般的にも承  

認の取消し自体も制約的に運用される必要があろうが、特にみなし承認が原  

則となってしまっている現在、この事実に適合した青色申告の運用が検討さ  

れるべきであるとの指摘がある。脚  

4 青色申告の取消益に関する問題   

青色申告者が記帳不備等の理由により青色申告の承認を取り消された場合   

には、青色申告の特典を利用していた者はその特典が全て認められなくなる。   

この青色申告の承認取消により増加する所得が取消益といわれている。（10）   

この際に、最も申告な影響を及ぼすのが「青色事業専従者給与」である。   

他の特典については金額的に多額になるものは少ないが、「青色事業専従者   

給与」の場合は、給与として支払われた金額のうち、白色事業専従者控除と   

の差額がすべて課税所得と認定されてしまうこととなり、その影響は深刻な   

ものとなるのである。   

この点について裁判で争われた「所得税法違反事件」（東京高裁昭和57年  

12月20日判決・税資132号1491頁）では、次のように判示している。「青色申   

告の承認を受けた者が、所得税を免れる目的で、所得を隠蔽するなどして所   

得を過少に申告する通脱行為は、青色申告承認制度とは根本的に相容れない   

ものであるから、当該年の所得税額について遁脱行為をする以上、確定申告   
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をするに当たり、青色申告承認の特典を享受する余地はなく、しかも通脱行  

為の結果として、後に青色申告の承認を取り消されるであろうことは行為時  

において当然認識できることであり、したがって、青色申告の承認を受けた  

者が所得税を免れるために遺脱行為をし、その後当該年に遡ってその承認が  

取り消された場合における当該年の遺脱税額は、青色申告の承認がないもの  

として計算した所得金額から申告にかかる所得税額を控除した額と解すべき  

である。被告人の妻00は、産婦人科医として00病院の産婦人科を担当し  

ているものの、被告人と生計を一にする配偶者であり、同病院の経営には何  

ら関与していないから、同病院は、専ら被告人の収支計算に基づいて経営さ  

れていると認められるのであって、被告人とその妻との共同経営によるもの  

とは認められない。また、所得税法56条によれば、居住者と生計を一にする  

配偶者が居住者の営む事業所得を生ずべき事業に従事したことその他の事由  

により当該事業から対価の支払いを受けた場合には、その対価に相当する金  

額は、その居住者め当該事業に係る事業所得の金額の計算上、必要経費に算  

入しないものとされているのであるから、妻00が被告人から受けた対価は、  

その名義の如何を問わず、これを被告人の事業所得を計算するに当たり、そ  

の必要経費に算入できない。」というものである。この裁判においては、青  

色申告が取り消された場合の専従者給与額と白色申告者の専従者控除額との  

差額についても遺脱犯を構成する所得に該当すると判示している。当該事件  

における専従者は、資格を有する医師であり、産婦人科を担当しているので  

ある。専従者に対する給与について、青色の取消しに伴って専従者給与を否  

認することについては制度上の問題であり異論はないが、遺脱犯を構成する  

所得に含めることについては過重な刑事罰を課することとはならないだろう  

かという疑問が生ずる。この間題は、家族従業員が事業に従事した労務の対  

価の支払いを、青色申告の特典としての事業専従者給与として規定している  

ことから生ずる問題である。この事件のように、専従者が資格を有する医師  

で産婦人科を担当していた点を考慮すると、本来の所得の概念からは当然に  

必要経費を構成するものと考えられる。その部分についてまで通脱犯を構成   
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する所得に含めることについては過重な刑事罰を課することとは言えないだ  

ろうか。   

この点について金子宏教授は、「納税者が帳簿書類への虚偽記入を行い、  

それに基づいて過少申告をしたため、遺脱犯として刑事訴追をされる一方、  

その年度に遡って青色申告の承認が取り消された場合に、その年度の遺脱税  

額は青色申告の承認の取消によって増加した所得（青色申告取消益）にかか  

る税額をも含むかどうかが問題となるが、判例はこれを積極に解している。  

しかし、一般論として、青色申告の承認の取消によってあとから増加した部  

分についてまで邁脱の故意があったと考えることは困難であるから、判例の  

見解には疑問が残る。」と述べている。   

青色申告者の特典について、その一部を白色申告者にも認めるべきではな  

いかという疑問が出されていることについては、先に述べたとおりであるが、  

このような観点に立てば、専従者給与が青色申告の特典とされている現行法  

が、この事例のような場合に安当するかということについて疑問が残る。専  

従者に対する給与を必要経費として認めないという法56条の規定は、所得分  

散を防ぐ目的のものであり、本来的には当然に必要経費性を有するものであ  

ることを考慮する必要があると思われ卑。   

昭和59年に白色申告者の記帳義務制度が制定されたが、この時に出された  

政府税制調査会の答申によれば、一般の納税者に対して記帳義務を課しても  

これに耐え得るほど記帳慣行が定着してきた、としている。一般に記帳慣行  

が定着し、給与の支払慣行も定着してきたとなれば、法56条の特例を廃止す  

る条件が整ってきたと言えるのではないかと思われる。また、「家族関係」  

についても、現行制度制定当時の時代背景は民法の改正や社会情勢の変化に  

伴ってそれまでの家父長制度から民主化された家族関係へと大幅に変化して  

おり、それに伴って家族事業の態様も変化していることから、これを見直す  

べきであると思われる。   
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5 事業専従者   

個人事業は家族全体の協力の下で家族の財産を共同で管理して成り立つも   

のが多い。そして、家族従業員の労働は個人事業の経営にとって重要な位置   

を占めるのが通常であるが、その対価の取扱いについては、所得税法57条の   

規定により、白色申告者は定額の控除とし、青色申告者に対してはその特典   

として、実際に従事した労働の対価として支払われた給与について相当と認   

められる金額の必要経費算入を認めている。親族が事業から受ける対価につ   

いては所得税法56条で規制しているが、青色事業専従者の給与については金   

額の制限なしに相当と認められる金額の必要経費算入を認めている。この取   

扱いは、一方においては、所得税法56条の規定の実効性を失わせているとい   

われ、他方においては、記帳義務の課された白色申告者との比較において不   

合理な取扱いであるとされる規定である。   

そこで、青色専従者給与の規定が制定された沿革等を概観し、判例におけ   

る見解を検討することにより、専従者給与の規定が制定された当時の個人事   

業がどのように捉えられていたかを明らかにし、現状との相異を考察する。  

（1）青色事業専従者給与の沿革  

この規定は、所得税法56条に定める「事業から対価を受ける親族がある   

場合の必要経費の特例」の特例規定として、昭和27年の税制改正により創   

設された青色申告の専従者控除制度に始まる。  

青色申告制度は、昭和24年8月に出されたシヤウプ勧告を受けて、昭和   

24年12月に「所得税の臨時特例に関する法律」が制定され、この法律によ  

り制定されている。創設当初は、青色申告者には実質的な所得調査は行わ   

ず記帳指導に重点を置き、申告を尊重するという対応をとることによって   

青色申告制度の普及を図ったが、昭和25年度において青色申告を申請した   

のは法人の場合が全体の50パーセント、個人営業者が5パーセント（9万  

4千人）という状況であった。  

シヤウプ勧告の実施状況を観るために再来日したシヤウプ使節団は、青   

色申告制度の普及の低迷を危倶し、この制度について第二次勧告で触れて   
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いる。その特徴は、第一に、帳簿の簡素化を再び強調していることであり、   

第二は、青色申告制度の誘因策として実体法上の特典につき、誘因策とし   

ての特典採用に一定の枠を設定しようとしていることである。（11）  

また、当時の青色申告者の間でも、青色申告に対する税法上の特典が少   

ないという不満が存在していた。このため、青色申告者に対して、「誠実   

控除」ないし「記帳費控除」や、専従親族の給与制度を認めることが要望   

されていた。（12）  

このような背景の中で、青色申告制度の普及の為の誘因策の一つとして   

専従者控除制度が導入された訳であるが、導入の経緯及び制度の本質につ   

いて臨時税制調査会は昭和31年に出した答申において述べているので紹介   

する。  

「所得税法上家族労働幸艮酬を認めることは疑問であったが、法人成  

りをした事業所得者との税負担の不均衡是正の必要や、青色申告の普  

及育成を図ることの必要性が特に認識されていたため、この間題を解  

決する一つの手段として、帳蓮の記録を正確に行い、企業と家計が明  

確に区分されて、給与支払の事実が明白に確認できる青色申告者に対  

して『専従者控除』が導入されることとなった。現行法では、所得税は  

所得を稼得する個人ごとに累進税率を適用する建前を採っているが、  

事業所得者が生計を一にする親族に給与を支払ったと主張しても、原  

則としてこれを事業所得の必要経費に認めず、その事業の全体の収益  

を事業主たる個人の所得とみて課税することされている。これは、企  

業と家計との分離が明確でないわが国の中小企業では、家族に対する  

給与の支払は行われないことが多く、また、たとえ行われたとしても、  

事実の確認はほとんど不可能であり、また、同一生計に属する者への  

給与支払を認め、所得を分割して課税することが妥当であるかについ  

ても多大の疑問があるからである。いわゆる専従者控除は、青色申告  

に限り、届出の金額の限度内で、この支払給与を必要経費に算入する  

という制度である。これには、青色申告者は帳簿の記録を正確に行い、   
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企業と家計とが明確に区分されているから、給与支払の事実を明確に  

確認できるという理論的な裏付けのほかに、正確な帳簿と誠実な申告  

により、従来は把握されなかった所得が表現される場合に生ずる税負  

担の増加を調整するという、実質的な優遇の意味もある。しかも、専  

従者控除として控除される金額は、地方税たる事業税、住民税の課税  

も行われないことから、この制度は、特に大きな優遇措置といわなけ  

ればならない。」（13）  

この答申によって、税制調査会が当時の専従者給与についてどのように   

考えていたかが理解できる。なお、これらの考え方の背景には、民主的な   

家族制度が定着していないことや、戟後の経済的な混乱がいまだ収束して   

いない状況にあり、課税庁においても執行体制が十分に整っていないこと   

などの理由があったものと思われる。  

この制度の創設当時は、専従者控除額について限度額が設けられていた   

が、数次の改正を経た後、昭和42年の税制改正により限度額が撤廃されて   

完全給与制に移行した。これは、青色申告の助成措置、法人企業役員との   

バランスなど種々の配慮があったが、基本的には、個人事業者の事業主な   

り家族従業員の意識の変化、つまり月給を支払うという慣行も定着し、ま   

た、それが不自然な現象でないとする社会意識の変化、進展がその改正の   

基盤にあったものである。  

なお、青色事業専従者給与の法定限度廃止に伴って事前届出及び変更届   

出制度が設けられたが、これは、同居親族間の窓意的な所得分割を排除し、   

事後的に納税者との間で専従者給与の額の水準について無用のトラブルが   

生ずることのないよう、あらかじめ、その労務の対価としての専従者給与   

額の適正な水準及びその後における専従者給与額の定め方等を届け出るこ   

ととされたものである。（14）  

（2）判例にみる専従者給与の法的性格 

専従者給与を規定する所得税法57条の規定の合憲性については、これま   

でに様々な判例が出されているが、所得税法の改正前及び改正後のいずれ   
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においても合憲であるとしており、特に疑義は出されていない。  

しかし、事業専従者に該当するか否かについての争いにおいては、判決   

の内容も様々である。  

個人事業の場合に、家族従業員が専従者に当たるか否かが問題とされる   

のは、その事業者が白色申告者である場合や、青色申告を取り消された場   

合などにその給与支給額の経費算入が否認されるからであり、所得金額に   

大きな開差が生じるため、重大な問題となる。所得税法56条の規定が適用   

されるのは生計を一にする親族だけであり、生計が別であれば当然に必要   

経費への算入が認められることとなる。このため、多くの場合 「生計を一   

にしているか否か」が争点となっている。判例においては、同一家屋に起   

居していても生計を一にはしていないとされた事例もあれば、近くのアパ   

ートに別居していても生計を一にしているとされた事例がある等、「生計   

を一にしているか否か」の判断はあくまでも事実認定によりなされてい   

る。（15）そして、「生計を一にする」には当たらないとされた事例においては、   

いずれもその給与支給相当額を必要経費として認めているのである。  

したがって、家族従業員に対する給与については、その必要経費性は認   

められるが、所得税法56条の特例規定によりこれを必要経費としては認め   

ていないのであり、これはあくまでも租税政策上の問題であり、憲法上は   

何らこれに抵触すものではないと解されているのである。  

6 「生計を一にする親族」   

所得税法上「生計を一にする」という語は、事業から対価を受ける親族が   

ある場合の課税の特例において用いられているほか、控除対象配偶者、扶養   

親族、寡婦及び寡夫の定義に関する規定（所法2条第1項31号、31号の2、   

32号、33号）や、雑損控除（所法72条）、医療費控除（所法73条）、社会保険   

料控除（所法74条）、損害保険料控除（所法77条）及び配偶者特別控除（所   

法83条の2）に関する規定にも用いられ、更に、所得税法施行令では、同族   

関係者の範囲や事業の主宰者の特殊関係者の範囲について同族会社等の行為   
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又は計算の否認に関する各種規定（所得税法施行令2754粂、276条）等に用  

いられている。   

これらの規定における「生計を一にする」とは、これらの規定が個人の担  

税力の強弱をいわばその者の経済生活単位ごとに捉え、これを租税負担の面  

で考慮する趣旨のものであるといえることから、一般的には、同一の生活共  

同体に属して日常生活の資を共通にしていることをいうものと説明されてい  

る。（16）  

（1）「生計を一にする親族」の意義  

「生計を一にする」の意義については、税法上特段の規定はなく、所得   

税法基本通達2－47において説明しているに止まる。所得税法の基本的な考   

え方として、稼得所得は個人単位で把握するが、その者の担税力を考慮す   

るに当たっては、消費世帯を考慮にいれた「世帯」を一つの単位として捉   

えることにより、親族間における共同生活の特殊性に配慮しつつ、各所得   

者の担税力に応じた公平な課税の実現をめざしているものと考えられる。   

その代表的なものとして、医療費控除や雑損控除が挙げられる。そして、   

その延長線上にいわゆる家族的企業としての事業所得者が位置づけられる   

のではなかろうか。家族的企業の場合には、その性質上、「生計を一にす   

る親族」の間における金銭の授受の不明瞭さから、これを認めないとする   

ことにより、税務行政の統一性と簡略化を呂指しているものと考えられる。   

「生計を一にする」とは、「同一の生活単位に属し、相扶けて協同の生活   

を営み、ないしは日常生活の資を共通にしている」ことをいうものと解さ   

れるが、共同の生活といい、また日常生活の資を共通にするといっても、   

その具体的な形態や程度は、それぞれの親族の生活形態によって異なるか  

ら、これについて例えばいくつかの形式基準を設け、その形式基準にあて   

はまるかどうかによらて「生計を一にする」かどうかを判定するなどとい   

うことはもともと不可能であり、つまるところ、この間題は、社会通念に   

従い、個々のケースごとに判断せざるを得ないこととなる。（17）′（18）  

この点について、碓井光明教授は、「理論的には現行制度が優れている   



304  

ことば否定し得ないが、租税行政の大量性、認定の困難性、あるいは行政   

庁の認定の建前の下に『事実上の裁量』を認めてしまうこと等を考慮する   

とき、所得税法56条の『生計を一にする』という実態判断を要する部分に   

は問題がある。」と指摘している（19）  

（2）裁判例にみる「生計を一にする親族」の判定基準  

所得税法56条の「事業から対価を受ける親族がある場合の必要経費の特   

例」及び所得税法57条の「事業に専従する親族がある場合の必要経費の特   

例」の双方に「生計を一にする親族」の語が挿入されていることにより、  

「生計を一にする親族」に該当するか否かの事実認定をめぐって 、課税庁   

と納税者の間で争われるケースが数多く発生している。  

これまでの判例においては、「生計を一にする」というためには、納税   

義務者の親族等の生計が実質的に納税義務者の計算において営まれている   

ことを要するものとされている。仰）  

「生計を一にする」か否かの判定は事実認定の問題であり、非常に困難   

な問題である。しかし、この間題は、白色申告者の事業所得計算における   

家族従業貞に対する給与が「専従者給与」に当たるか「雇人費」になるか   

を左右することとなり、その税額は大きく異なって多大な影響を及ぼすこ   

ととなる。  

これまでに「生計を一にする」か否かが争われた判例のうち、代表的な   

判例をみても（2り統一的な基準は見当たらず、その判定が非常に困難であ   

り、つとに事実認定の問題であることが伺える。  

先に述べたとおり、現行所得税法56条の立法趣旨が「企業と家計との分   

離が明確でないわが国の中小企業では、家族に対する給与の支払いは行わ   

れないことが多く、また、たとえ行われたとしても、事実の確認はほとん   

ど不可能であり」としているが、56条の規定によっても「生計を一にする」   

か否かの事実認定が難しく、その如何により取扱いが大きく異なることと   

なり、この間題は深刻なものとなる。   
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第2節 白色申告者の記帳義務  

現行所得税法における記帳義務は所得税法231条の2において規定されてお  

り、不動産所得、事業所得若しくは山林所得を生ずべき業務を行う居住者で、  

その年の前々年の所得金額が300万円を超える者が対象とされるが、青色申告  

の承認を受けた者は除かれている。この規定は昭和58年の税制調査会答申を受  

け、昭和59年度の税制改正により創設されたものである。   

申告納税制度は、納税者自身による税額の確定とその自主的な納付を内容と  

するものであるから、納税者が自らその課税標準と税額を計算しなければなら  

ないものであり、具体的には、納税者がその税額を算定するのに必要な資料を  

持ち、その資料に基づいて適正な申告を行うことせ根幹としているというべき  

ものである。その意味において、申告納税制度とは、納税者がその取引の過程  

で集積された客観的な資料による裏付けのある所得金額をもって申告すること  

を言うものであり、これは、適正な申告水準を推持′確保するため、その他納  

税協力を含めて納税者の当然の責務ということができる。このように考えた場  

合、記録・帳簿その他客観的資料に基づく申告制度は、申告納税制度に内在し、  

その原点から当然に導き出されるものである。したがって、この規定は確認規  

定であると言われている。【い  

1 記帳制度創設の経緯   

シヤウプ勧告では、申告納税制度と記帳に関して次のように述べている。  

「申告納税制度の下における納税者の適正な協力は、かれがそれによって自  

分の所得を算定し得る正確な帳簿と記録をつける場合にのみ、可能であるこ   

とは自明の理である。今日、日本における記帳は嘆かわしい水準にある。多   

くの営利会社において、帳簿記録が全く存在しないのである。他の会社では  

あり余るほどたくさんな帳簿があって、その納税者のみがどれが真実のもの   

でどれが仮面にすぎないものかを知っている。その結果はなんともいえない  

悪循環となる。税務職員は、正確な倍額すべき帳簿がないから、標準率や他   
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の平均値を基礎とする官庁式課税による外はなシーという。納税者は税務職員   

が帳簿を信頼してくれないから、たとえかれらが記帳能力をもっていても正  

確な帳簿をつけることは意味がないという。この悪循環は断ち切らかナれば   

ならない。」   

上の報告を待つまでもなく、納税義務者による正確かつ継続的な記帳が上  

記のような悪循環を断ち切り、申告又は賦課の適正を図るとともに相互の信   

頼関係の上に立つ民主的な税務行政を確保する基本にして不可欠な要件であ   

ることはいうまでもない。   

この記帳の問題について、税制調査会は昭和36年の「国税通則法の制定に   

関する答申（税制調査会第二次答申）」において、次のように答申している。  

「納税義務者による正確で継続的な記帳は、申告又は戯課の適正を椎持する  

ための基本的かつ不可欠な要件であると認められるが、現行法では、間接税   

についてのみ記帳義務の制度があって、 

如二青色申告の制度がある。青色申舎利度は、納税者による記帳の普及を図   

り、申告納税制度の理想的な運営を目ざして設けられたものであるが、本来   

は一般的な記帳義務の制度に包摂されるべき性質のものと考える。また、青   

色申告制度の創設後すでに10年余を経て、記帳慣習もかな・り高まってきたと   

認められる。よって、この際、所得税及び法人税についても新たに記帳義務   

の制度を導入するものとする。」  

このような答申が行われたにもかかわらず、この時には、まだ納税環境が   

熟していないということで見送られ、その後、制度創設まで23年という長い   

年月を要した。  

2 青色申告制度と記帳義務   

青色申告制度について、勧告者たるシヤウプ使節団はこの制度を過渡的な   

ものと考えていたと思われる。シヤウプ博士はこの制度を「正しい記帳のた   

めの誘因策」と呼んでおり、次のように述べている。「このような制度は諸   

外国にもその例をみないものである。制度創設の意図を考え、その後のこの   
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制度の歩みをみれば、やはりこの制度は、本質的には過渡的なものとして理  

解すべきものであろうと考える。そうして将来、納税者のすべてが記帳の必  

要性を認識しまた記帳能力をもつようになったときには、記帳義務制度が納  

税者すべてについて無理なく実施できることとなり、その暁には、青色申告  

制度はその使命を終えて発展的に解消すべきことと、なる筋合いのものであろ  

う。そうして、このような究極的な段階に達するまでは、青色申告制度を誘  

因策として維持すべきは当然であるが、だからといって、それまでの訪問′はこ  

の制度のみで十分であるとすることは適当でないであろう。青色申告をする  

かどうかは納税者の選択にゆだねられているため、制度として限界があり、  

また、その普及率にも近年頭打ちの傾向がみられるからである。そこで、上  

記の目的達成への一里塚として現行の青色申告制度と平行して、∵一定範囲の  

納税者を記帳義務者とする記帳義務制度を導入することが考えられてくる。（2）  

記帳義務制度を採用する場合においても、納税者の記帳水準の向上等を期待  

する見地から現行の青色申告制度との関係は、上記のように記帳内容の程度  

に差を設けることにより調整するものとする。」㈲  

3 白色申告者の記帳義務と青色申告  

白色申告者で記帳義務の対象となる者は、事業所得・不動産所得・山林所   

得を生ずべき業務を行う者で、前2年間のいずれかの年におけるこれらの事   

業所得等の金額が300万円を超える者としている（所法231条の2）。そして   

帳簿に記載すべきものは損益取引に関する事項のみに限定し、現金、預金、   

売掛金それに買掛金等の資産取引については記載を要求していない。この所   

得金額による記帳義務対象者の範囲の限定により、制度の創設時点で新たに   

記帳義務を負うに至るのは、白色申告者のうち約8％くらいであるとされて   

いた。  

さて、帳簿の記載事項はかなり簡略化されているとはいえ、一定事項につ   

き記帳するにもかかわらず特典は認められていない。とくに、前々年度の所   

得が300万円以下の青色申告者に認められている現金式簡易簿記よトりは記載   



310   

事項が多いにもかかわらず、記帳義務の対象者になった白色申告者には青色  

申告のような特典が認められないため、特典を認めないことについて疑問が  

なげかけられている。   

この点については、現金主義による簿記は、その年中の所得を性格に反映  

しないきらいがあり、前2年間の事業所得等の金額が300万円を超えるよう  

な高額所得者の所得計算には不適当なもので、現金式簡易簿記が認められる  

300万円以下の小規模事業者と比較して不合理とするのは適当でないとする  

反論がなされる。記帳義務を有する白色申告者が特典を利用したいのであれ  

ば、少なくとも青色申告における簡易簿記の程度の記帳が必要であるとして  

いるのであり、これにより記帳義務の対象者たる白色申告者が青色申告者に  

移行していくことが期待される、という意見もある。昭和55年の「中期税制  

答申」（政府税制調査会）もこのような立場にたって、白色申告における記  

帳義務を採用しても青色申告制度は廃止しないとした。   

では、このような特典を認めないことによって白色申告者の青色申告への  

移行が促進されたのであろうか。白色申告者の記帳義務制度が施行された前  

後の青色申告普及割合については第2章第1節の3で述べたとおりであるが、  

平成3年度の53％をピークに減少に転じ、平成5年度には施行前の普及率を  

割り込み50％にまで減少している。したがって、青色申告の普及割合だけを  

みる限りでは、記帳義務の課された白色申告者が青色申告へと移行している  

とはいえないようである。とすれば、白色申告者の青色申告への移行が近い  

将来において促進されるとは考えにくくなる。この前捷に立つと、白色申告  

者への記帳義務の導入を機会に青色申告制度を廃止して、一般的な記帳義務  

を創設すべきとする見解もでてくることとなる。そうなれば、記帳を前提と  

して合理的な範囲にあると考えられる現在の青色申告による特典は、まさし  

く青色申告のみの特典ではなく納税者の一般的権利として位置づけられるべ  

きことになる。（41   

青色申告の特典の中には、白色申告法人と比較した場合に個人のみが青色  

申告の特典とされているものが11項目ほどある。15）必要経費は、青色申告と   
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は関係なく必要経費として認められる性質のものであり、かつ、記帳の必要  

な点は、白色申告者に対する記帳義務が昭和59年に創設されたことから、記  

帳義務対象者は青色申告者と同様となる。したがって、本来必要経費として  

認められるべき青色申告の特典についてはこれを特典から除外すべきではな  

いかと考えられる。㈲特に、生計を一にする親族に対する対価については、  

これを認めても良いように思われる。何故ならば、法56条で規定する例外措  

置についての立法趣旨の一つの理由として「記帳慣行に乏しく、家族に対す  

る給与支払いの慣行が乏しいことから窓意的な所得分散のおそれがあるため、  

これを防止することが目的」が掲げられていた。しかし、白色申告者に対す  

る記帳義務の法制化は記帳慣行の定着化を前提としているのであり、その意  

味では、法56条の立法趣旨の一つのの理由はなくなったものと考えられる。   

また、戦前の家父長制度から、戦後は急速に個人主義的傾向が強くなり、  

個人事業から生ずる所得を全て事業主が処分するとみなすことについては、  

時代感覚にそぐわないと考えられる。家族従業員に対する給与の必要経費性  

については数々め判例でも示されているとおり、法56条の規定がかナれば当  

然に経費算入されるものであり、これを記帳義務の課される白色申告者には  

認めてもよいのではないかと思われる。  

〔注〕  

（1）大川要「白色申告者に対する記帳義務」税理 Vol．27 NO．12 P68  

（2）税制調査会「国税通則法の制定に関する答申の説明（答申別冊）」  

昭和36年7月 P72  

（3）税制調査会「国税通則法の制定に関する答申（税制調査会第二次答申）及びその   

説明」 昭和36年7月 P15  

（4）首藤重幸「青色申告の帳簿をめぐる若干の問題」日税研論集 VOL．20  

may1992P93  

（5）次頁参照  

（6）右山昌一郎「青色申告の特典」日税研論集 VOL20 May1992 P97   
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（5）右山昌一郎「青色申告の特典」日税研論集 VOL 20Ma y1992 PlOl   

〔所得税関係の青色申告の特典〕  

特  典 所得税法  分  類   

1棚卸資産の低価法による評価の選択   所令99①ニ  棚卸資産評価   

2 耐用年数の短縮   所令130（∋  償却費   

3 増加償却   所令133   慮却費   

4 陳腐化した減価償却資産の償却の特例  し所令133の2こ  償却費   

5 貸倒引当金   所法52   引当金   

6 返品調整引当金   所法53   引当金   

7 退鵬与引当金   所法54   引当金   

8特別修引当金   所法55   引当金   

9 製品保証引当金   所法55の2  引当金   

10 専従者給与  所法57（∋   所得計算   

11小規模事業者の収入及び費用の帰属時期  所法67の2   

12「46 その他（数については再度確認）  
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第3節 まとめ  

青色申告制度は、わが国に申告納税制度が導入された際に、記帳に基づく自  

主申告の定着を推進するために設けられた制度であり、諸外国には見られない  

わが国独自の制度である。この制度の果たした役割は大きく、その効果につい  

ての異論はみられない。なお、、この青色申告制度の普及において、青色申告者  

に与えられた特典の最たるものである青色事業専従者給与制度の果たした役割  

は非常におおきく、こめ特典がなければ、これほどの普及はなかったのではな  

かろうか。   

しかし、この制度については、白色申告者に対する記帳義務の制度が導入さ  

れたことに伴い、次のような疑問が投げかけられている 

まず、青色申告制度の創設を提唱したシヤウプ博士によれば、「申告納税制  

度及び記帳慣行の定着のために設けられた過渡的な制度である」と位置づけて  

おり、また、昭和36年の税調答申においても同様の趣旨を述べ、「将来、納税  

者のすべてが記帳の必要性を認識しまた記帳能力をもつようになったときには、  

記帳制度が納税者に無理なく実施できることになり、その暁には、青色申告制  

度はその使命を終えて発展的に解消すべきことになる筋合いのものであろう」  

と述べている。青色申告制度がこのような性格のものであるとするならば、白  

色申告者に対する記帳義務が創設された今日、その存在意義が問われてしかる  

べきである。この点について、白色申告者への記帳義務創設を答申した政府税  

調は、青色申告制度との関係について「青色申告制度が現在まで大きな役割を  

果たしてきたことを考えると、記帳義務制度と青色申告制度は併存させ、また、  

求めるべき記帳水準に差を設けることにより、この両者を制度的に整理すべき  

であると考える。納税者としては、記帳せざるを得ないのであれば、特典のあ  

る青色申告を選択した方が有利であるとして、おのずとより高度な記帳に推移  

していくことが期待される」としているが、国税庁の統計によれば青色申告の  

普及割合は一時的には増加したものの、導入後5年を経過した平成5年度では  

逆に導入前より1ポイント減少しており、税調が想定した方向には移行してい   
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ないのが現状である。   

また、青色申告者に与えられている55項目（平成9年分）の特典のうち、本  

来経費性を有する11項唇＝こついては、青色申告法人と比較した場合に個人のみ  

の特典とされているものがあるが、これらの特典については、記帳義務の課さ  

れている白色の事業所得者にも認めるべきである。特に、青色事業専従者給与  

については、青色申告が取り消された場合に、必要経費算入を否認されること  

となり、税負担が非常に大きくなり、その格差は非常に大きなものとなるとを  

考えると、記帳義務の課された白色申告者と青色申告者との取扱の差異は不合  

理なものであると考える。   

白色申告者の記帳義務と青色申告制度との関係については、「青色申告制度  

が現在まで大きな役割を果たしてきたことを考えると、記帳義務制度と青色申  

告制度は併存させ、また、求めるべき記帳水準に差を設けることにより、この  

両者を制度的に整理すべき」ことは必要であるとであると考えるが、しかし、  

青色申告制度が、あくまでも、「自己賦課制度」の適正な運用とその確保に目  

的をおくとするならば、白色申告者との間における租税負担の格差が大である  

ことは、あまり望ましい制度ではないように思われる。したがって、青色申告  

の特典については、法人と同様の取扱いをすることが望ましいと思われる。   
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第3章 企業の課税と所得税  

第1節 個人企業と法人成り   

∵軍代法は、個人企業に対して各種の企業形態を用意し、その選択を原則とし  

て事業者の自由に委ねている。租税制度も、制度の在り方として同じ立場であ  

る。税制改革法は、その基本理念として「経済に対する中立性」の保持を掲げ  

ている（同法3条）。しかし、わが国の戟後の租税制度は、イ法人成り」という  

表現の中にその顕著な特徴を見ることができるように、個人は法人として課税  

される方法を選択してきたのであり、その最大の原因ほ、租税法が法人企業優  

遇の構造をもち、法人企業と個人企業との間に負担の不均衡をもっていること  

から、法人成りが租税負担の軽減に役立つことである。そこで、法人と個人間  

における不均衡是正7を図るため、個人の所得課税について種々の措置が講じら  

れたが、その方策は法人の税負担をいかに個人（企業）のそれに近づけるかで  

はなく、その道の方法を探ってきた、mと言われている。 

1 法人成りの要因   

家族的企業がいわゆる「法人成り」をして、同族法人化してい’く、要因につ   

いては、社会的な信用力等の効果も考えられるが、最も期待されるのは法人  

化による節税効果にあると言われる。「法人成り」することにより、国税の  

総合負担の面で節税が可能と言われるのは、次の点にあると考えられる。個  

人事業者と経済的実態が同じである同族法人を比較した場合に、個人事業で   

あれぼ、所得税法56条で規制される家族従業員に対する給与や事務所の賃貸  

料が必要経費に算入できるし、また、事業主本人の報酬についても、法人で   

は損金経理できるが、個人の所得税では必要経費ペの算入はできない。これ   

らの取扱いは、所得税及び法人税だけでなく、地方税である住民税や事業税   

にも適用されるため、両者の間には著しい開差が生じることと、なる。   

その原因は、一つには、課税単位を個人とする所得税制度の中で、累進課   
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税制度を採っていることにある。個人事業の場合は、所得税法56粂により世  

帯単位課税が採られており、「親族が事業から貴ける対価」の必要経費算入  

が認められないことから、事業主に所得が集中し、より高い税率が適用され  

ることとなる。もっとも、青色申告者の場合には、家族従業員に対する給与  

については、 

なる。ただし、家族従業員に対する退職金の支給は認められていない。二つ  

首は、事業主の事業所得が給与化されることにより、給与所得控除が受けら  

れることである。その結果、所得が圧縮される結果となり、その分だけ課税  

所得が減少することとなる。三つ目は、事業税における事業主報酬の取扱い  

が異なる点にある。個人事業の場合には定額の事業主控除制であるが、法人  

の場合には代表者報酬は課税標準から除かれているため、両者の間には相当  

の開差が生じることとなる。   

この点について、昭和31年12月に出された「臨時税制調査会答申」におい  

て検討された経緯が示されている。≧この答申においては、法人企業と個人企  

業の税負担について次のように述べている。「現行税制では、法人形態をと  

った事業者は、個人形態の事業者よりもおおむね有利となっており、税負担  

の均衡がくずれている。」と表現している。そして、この間題は、「諸外国で  

は、わが国の事業税のような制度がなく、また給与所得控除のような制度も  

ないので、事業税による差異も給与所得控除による差異もない。また、家族  

に対する給与の支払いは、個人事業主の所得の計算上必要姪費として控除さ  

れるとともに、家族間にはあろ程度合算課税が行われるので、分割課税によ  

る差異も少ない。したがって、法人税の比例税率と個人所得税の累進税率と  

の差異だけが法人成りの誘因であり、なんらかの形で留保所得に対する特別  

課税を用意すれば、法人成りの問題をほぼ完全に解決することができるとい  

うことが確認された、したがって、法人成りの問題は、わが国税制特有の問  

題として処理されかナればならない。」と述べている。   

この間題の解決の方向として、「法人企業の総合税負担をできるだけ個人  

企業のそれに近づける方向と、個人企業の総合税負担をできるだけ法人企業   
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のそれに近づける方向が考えられる。」とし、その検討課題の一つとして、  

「個人の事業所得に対する所得税の課税上、一般的に、かつ、無制限に家族  

従業員に対する給与の支給を認める。」ことが検討された。その結果、この  

案については、「現在青色申告者について一定範囲内で認められているが、  

その趣旨にも疑問の余地があり、一般的に、無制限にこれを認めることは、  

家族従業員に対して給与を支給することが必ずしもわが国の社会慣習となっ  

ていないことからみて、実態に則しない課税に陥るおそれがあり、かえって  

給与所得者と事喪所得者との間の税負担の不均衡を大きくし、現在みられる  

直接税負担の不合理を激しくするものとして不適当である。」と結論づけら  

れている。t2〉  

2 判例における見解   

個人企業と法人企業の税負担に関する問題の判例として、、事業税関係では   

あるが、「事業税の課税について、事業主報酬の取扱いに差を設けているの   

は憲法違反である」として争われた、「事業税賦課決定処分取消請求事件」  

（東京地裁昭和57年5月31日判決・行裁例集33巻5号1105頁）がある。この事   

件は、みなし法人課税を選択した個人事業所得者の事業税の課税標準の算定   

に際して事業主報酬の控除を認めていないが、法人の事業税の課税標準の算   

定に際しては役員報酬を控除することができることとなっているため、ゝこの  

取扱いの差は不合理であるとして争われた事例である。課税庁は事業主報酬   

について、「役員報酬は経費性が認められていこるのに射し、事業主報酬はこ   

れが認められていないのであるから両者は性質を異にし、したがって、事業   

税の賦課徴収に当たり、右の両者の取扱いに前項のような差異があっても平  

等原則違反の間琴は生じない。」と主張したのに対し、裁判所の見解は、  

「個人事業税の賦課徴収につき、事業主報酬に関する現行地方税法上の取扱   

いが憲法の定める平等原則に適合しているか否かが問題とされている本件に l   

おいては、役員報酬と事業主報酬が実質的にみた場合に同質性を有するもの   

と認められれば、憲法の定める平等原則適合性の有無が問題となるものとい   
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うべきところ、既に述べたように、事業主報酬は所得税法においては事業所  

得の一部として資産性部分と不可分一体のものとして構成されているが、こ  

のことは事業所得のうちに占める事業主報酬部分の客観的評価が不可能であ  

ることを意味するものではなく、事業主の提供した労務ないし寄与分に対す  

る客観的な金銭的評価すなわち対価相当額の確定は、当該事業主の職務内容、  

事業自体の収益の状況、使用人に支給する給与の状況及び同種同規模の法人  

における役員（社長）報酬等を勘案して評価することにより一応可能となる  

というべきである（措置法第25条の2第5項、措置法施行例第17条の7、法  

人税法第34条第1項、法人税法施行例第69粂参照）。そして、このようにし  

て評価された事業主提供にかかる労務ないし寄与分に対する対価相当額すな  

わち事業主報酬は、当該事業所得にしめる勤労性部分とみることができるか  

ら、この意味では法人成りの代表者に対する報酬と同質性を有するものとい  

えよう。」という見解を示し、両者の同質性を認めている。その上で、「事業  

税の課税標準である所得は、事業の活動量ないし受益量についての一応の指  

標として理解されるところ、前項に述べたように現行地方税法においては、  

法人事業税は役員報酬を除いて課税標準が算定されるのに対し、個人事業税  

は右役員報酬と同質性を有する事業主報酬が課税標準に含めて算定されるの  

であるから、右地方税法上の取扱いに閲し法人と個人事業との間には平等原  

則の上で問題があるし、また、以上のことは、後記のように、事業主控除の  

制度が事業主の勤労部分の概算的控除を主要な一要素としていると説明され  

ている事実からも首肯されるものというべきである。したがって、前記被告  

らの主張は採用できない。」と判示し、「地方税法上の取扱いに閲し法人と個  

人事業との間には平等原則の上で問題がある」と判示して、課税庁の主張を  

退けている。   

しかし、原告の「個人企業と経済実体の異ならか－いわゆる法人なり企業  

に比べて個人事業主は不当に差別されている。」との主張に対しては、「確か  

に個人企業と何ら経済的実態の異ならない法人成り企業（その多くは同族企  

業である。）が多数存在することはいわば公知の事実であり、これらの役員   
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報酬が既に述べたような法人事業税の課税標準算定の方法に従い、全額損金  

として控除されていることは明らかであるが、個人事業税における事業主の  

勤労性部分、すなわち事業主報酬の取扱いについては、前記のように事業主  

控除制度を採用することが事業主報酬の特質に基づくものとして合理的でな  

いとは言えないとされるのであるから、個人企業と経済的実体を同じくする  

企業が、法律所定の要件を具備することにより法人となり、課税上も法人と  

しての取扱いを受けたからといって、直ちに個人事業主に対する前記取扱い  

が合理性を失う理由は見出し難いし、また、法律の定める要件を充足するこ  

とにより法人化する途は等しく開かれているのであるから、前記のような法  

人成りの事実があるからといって、個人事業主に対する事業税の賦課徴収そ  

れ自体が不合理な差別となるともいえない。」として、これを退けている。   

以上のように、個人企業と法人成り企業との間においては、法人に有利な  

制度となっていることは認めているが、これらの取扱いに差を設けることが  

不合理な差別になるとは言えないと判示し、その理由の一つとして、「法律  

の要件を充足することにより法人化する道は等しく開かれているのであるか  

ら」としているのである。  

3 法人成りに対する考え方   

租税制度は、本来的には、企業家が個人組織を選択するか、法人組織を選   

択するかの判断材料としては中立的であるべきところ、現行税法は、個人企   

業に比較して法人企業に有利な税制となっており、このことが諸外国に例を   

見ない法人数の激増の一因となっているのではないだろうか。そして、これ   

らのうちの大多数である中小同族法人の大半が赤字申告法人である。｛3，法人   

設立の目的の一つが節税対策であり、その効果が最大となるのは限りなくゼ   

ロに近い赤字であることを考えれば、赤字申告法人が多くなるのは当然のこ   

とと思われる。   

税制調査会における「課税単位」に関する議論の中で、給与所得者と個人   

事業所得者の租税負担の比較が行われるとき、ここに掲げた、いわゆる「個   
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人類似法人」が比較の対象に論じられないことについては、疑問を感じる。  

個人の事業専従者を有する青色申告者について、「専従者給与の支払いを通  

じた所得分割が行われ、それを踏まえた課税が行われている」とするならば、  

いわゆる「個人類似法人」も同様の所得分割が行われているのであるから、  

給与所得者と個人事業所得者との比較と同じ土俵で検討すべきであると思わ  

れる。  

〔注〕  

（1）石島弘「個人事業者をめぐる税制の変遷と今後の課題」税理VOL．35 NG5 P2  

（2）臨時税制調査会答申 昭和31年12月  

（3）欠損法人数の推移  （単位：件・％）  

500万円，  500万円  

区   分  
以上   合  計  
●●● 

未 満  汽■ 

法 人 数  613，781  48，123  41，582  4，356  962  708，804  
昭和  

欠損法人数  222，301  16，712  13，714  1，632  243  254，602  
40年分  

欠損法人割合   36．2  34．7  33．0  37．5  25．3   35．9   

法 人 数  729，012  84，467  79，058  6，614  1，348  900，499  
昭和  

欠損法人数  158，860  16，637  15，847  1，289  173  191，806  
45年分  

欠損法人割合   21．8  19．7  20．0  13．0  12．8   21．4   

法 人 数  881，215  158，568  158，135  11，189  1，893  1，211，000  
昭和  

欠損法人数  320，141  48，502  45，181  3，665  508  417，997  
50年分  

欠損法人割合   36．3  30．6   28．6  32．8  26．8   34．5   

法 人 数  961，580  237，674  233，947  14，066  2，282  1，449，549  
昭和  

欠損法人数  510，232  104，501  80，018  4，188  593  699，010  
55年分  

欠損法人割合   53．1  44．0  34．2  29．8  26．0  920，805   

法 人 数  1，019，712  311，392  308，949  17，087  2，870  1，660，010  
昭和  

欠損法人数  627，569  163，529  123，397  5，638  672  920，805  
60年分  

欠損法人割合   61．5  52．5  39．9  40．0  23．4   55．5  
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54．8  46．6  35．6  19．3  21．4   48．4   平成 2年分  法 人 数  1，116，613  479，403  453，916  24，143  4，195  2，078，270   欠損法人数  612，461  223，203  161，724  7，651  897  1，005，936   欠損法人割合              平成 7年分  法 人 数  1，086，417  413，625  870，109  28，044  5，832  2，404，027   欠損法人数  790，233  277，384  466，769  13，213  2，248  1，550，047   欠損法人割合  72．7  67．1  53．6  47．1  38．5  64．5  平成 2年分  法 人 数  1，116，613  479，403  453，916  24，143  4，195  2，078，270   欠損法人数  612，461  223，203  161，724  7，651  897  1，005，936   欠損法人割合  54．8  46．6  35．6  19．3  21．4  48．4  平成 7年分  法 人 数  1，086，417  413，625  870，109  28，044  5，832  2，404，027   欠損法人数  790，233  277，384  466，769  13，213  2，248  1，550，047   欠損法人割合  72．7  67．1  53．6  47．1  38．5  64．5   
（備考）国税庁企画課「税務統計から見た法人企業の実態」により作成   
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第2節 民法上の組合と所得課税  

ある個人が事業により所得を獲得しようとする場合に、個人単独で活動を行  

う場合のほか、法人を設立する方法、商法535条以下による匿名組合契約の出  

資者となるなど、他の事業主体に対する利益配当請求権を行使する方法が存在  

するが、これらの中間に、出資と事業活動の双方からなる民法上の組合契約に  

よる方式が考えられる。仙   

この節においては、家族的企業と民法上の組合との関係について、わが国に  

おける現行法上の取扱い及びアメリカにおける家族組合の税法上の取扱いにつ  

いて検討し、更に、判例における見解についても検討する。  

1 民法上の組合と所得税の課税   

民法上の組合とは、数人の者が互いに協力して共同の目的を遂行するため   

に成立する結合体、すなわち広い意味での団体の一種である。｛2）そして、民   

法667条においては、「組合契約は各当事者が出資を為して共同の事業を営む   

ことを約するに因りその効力を生ず」と規定されている。この場合の共同事   

業とは、広く事業であれば良く、公益・私益を問わない。そして、共同事業   

を営むと言い得るためには、各事業者が業務及び組合財産の状況を検査し得   

るだけの権限を持ち、（3）利益分配を行う組合においては、全員がこれを受け   

なければならない。（4－また、全ての当事者は出資の義務を負うわけであるが、   

この出資も極めて広い観念であり、金銭はもとより、地上権、永小作権、技   

術、信用等の財産的価値のあるもの全てが出資の目的となり得f5，、労務でも   

良いとの明文（民法667②）も存在する。この組合契約は、法人設立におけ   

るような一定の方式を踏んだ手続きは要求されない諾成契約であり、組合契  

約書のごときも契約成立の要件ではないため、本来は不要式契約に属すると   

されている。■6I   

この民法上の組合成立の最小限虔の要素として、我妻博士は①一定の目的   

と、②それを当事者全員の共同の事業として営む、という2点をあげている。   
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そして、「これらの点が定まれば全ての当事者は出資をなすべきことになり、  

その内容・時期などは、解釈によって補充される。また、全ての当事者が利  

益の分配を受くべきことも推定される（7リと 

以上に述べた「民法上の組合」に関しては、所得税法・法人税法には格別  

の規定は置かれていないが、「人格なき社団等」について法人とみなす旨規  

定されていること（所法4、法法3）に鑑みるならば、その反対解釈として、  

組合契約による団体自体（民法上の組合）は独立の納税義務の主体として扱  

われていないとみるのが素直な解釈であろう。すなわち、組合契約に基づく  

事業の収益に射しでは、組合という団体に対する課税は行わず、直接に組合  

の構成員の所得に分解して膏果税するものと理解されるからである。（9）   

所得税法の適用の上において、＿ある事業が組合契約による共同事業と認め  

られるための要件の検討が必要となる。何故ならば、組合契約による共同事  

業は、⊥方において、法人及び人格なき社団の課税と区別され、他方におい  

て、個人事業と区別された扱いに′なるからである。◆特に、後者の点において  

は、所得税法の累進税率構造との関係における所得分散の可否の問題となる。   

前記のように、民法上の組合成立の最小限庭の要素は、①一定の目的と、  

②それを当事者全員ゐ共同の事業として営む、という乳点であると言われて  

いるが、所得税法においても、この2点を要素とする組合契約が真実と認め  

られるならば、組合形態による共同事業と認めてもよいであろうd しかし、  

なおも、次のよう、な問題がある。第Ⅰに、行政過程や裁判過程においては、  

むしろ、出資義務履行の事実や利益分配の事実により、組合契約の存在が推  

認されてくることが多いのであって、事実の認定は、上記の議論とは逆の経  

路をたどることになる。第2に、組合契約の存在が認められても、支配的な  

組合員が利益を独占している場合で、他の権利者の権利行使が事実上不可能  

であるような場合には、その事実に従って、租税の上では、当該組合員の単  

独事業所待と認めざるをえない。（10）   
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2 共同事業と所得税法56条   

所得税法56条は、「居住者と生計を一にする配偶者その他の親族がその居  

住者の営む不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業に従事したこ   

とその他の事由により当該事業から対価の支払いを受ける場合」にその対価   

の支払いをなかったものとして、居住者の所得に集中して課税することにし   

ている。この規定により、生計を一にする親族間においては、たとえ、組合   

契約による共同事業がなされていても、租税の面では否認されるのかどうか   

が問題となる。生計を一にする親族の場合には、組合的共同事業の実態を有   

するものが多いだけに、この点は重要である。もし、所得税法56条の趣旨を、  

例外的な世帯単位主義にあるとみるならば、共同事業の場合にも、支配的な  

組合員に集中させる趣旨であると読むことも考えられる。しかし、同条は、   

あくまでも、特定の居住者の「事業」に他の親族が従事したこと等による対  

価の否認を規定しているのであるから、共同事業者（組合員）たる立場によ  

る出資について通用される、ことはないというべきである。ただし、出資とは  

別に、労務等を提供し、その対価を得ることもあり得るので、その場合には、   

同条が適用される。   

このような考え方の下においては、家族的な企業の場合にあっても、組合  

契約において出資の内容を明確にすることによって、組合の構成員たる家族   

間に所得を分散させることが可能となる。わが国において、法人成りの現象  

が著しいといわれるが、信用力のような租税外の観点や必要経費の実際上の  

処理の難易などの点を別にすれば、組合課税法式は、きわめて有利な方式で   

あるということができる。（11）  

3 判例にみる組合課税   

組合関係が擬制された事例として、東京高裁昭和51年5月27日判決（判例   

時報827号59項）がある。この事例は、商店主死亡後の遺産分配に関するも   

のであるが、ここにおいて裁判所は「被相続人が営んでいた商店の営業を実   

質上その子夫婦に承継させ、その後営業名義は被相続人としているが、実際   
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にはもっばら子夫婦の経営努力によって営業が碓持されその利益によってそ  

の建物所有権及び敷地の借地権等を取得し、建物を増築し、店の商品等の在  

庫量が増大するなどその商店に造成された財産は、その一部の所有名義が被  

相続人になっていても、実質的に被相続人及び子夫婦が、その商店を営むこ  

とを目的として一種の組合契約をした結果得られた財産とみられるから、被  

相続人が死亡し他に共同相続人がいる場合には、組合の解散に準じ、その出  

資の割合に応じて残余財産を清算し」として、組合理論を適用している。本  

判決は、「明示的にはもちろん、黙示的にも組合契約の締結という意思表示  

はなされておらず、組合関係の実質を備えているが故に、事後的に組合関係  

が擬制されたもの」であり、家族的共同事業について組合的視座の点から画  

期的なケースとなるであろう、といわれている。（12）   

共同経営か個人経営かで争われ、訴えが退けられた事例として、「所得税  

法違反被告事件」（福岡地裁昭和43年3月28日判決・税資55号508貫）がある。  

この事例では、4店舗を有する被告人の経営にかかる事業につき、営業店舗  

名義人を異にする場合、その名義人が被告人と共同経営的立場にあるものと  

認めながらも、被告人と事実上の夫婦関係にあり、同居の上、経済面を含め  

て同一家族としての生活をしているものであるから、両者の関係は通常の個  

人事業体における夫婦関係と何等選ぶところはないとして、各店舗を被告人  

の個人営業として課税することは実質課税の原則に反しない、としている。   

また、同様に組合関係が否定された事例として、広島地裁昭和43．12．24判  

決（税資53号1033項）がある。この事例は、兄弟姉妹4名の協力による事業  

について、Ⅹの純然たる単独事業にAら3名が従事貞として働いていたとい  

うものではなく、Ⅹら4名による共同事業的色彩を高度に帯びたものであっ  

たとしつつも、「対外関係殊に税法上においては、本件事業による所得は全  

部原告に帰属するものとして取り扱われても止むを得ないものと解される」  

と述べ、内部で相互に利益の分配を請求できるかどうかは別問題であるとし  

ている。   

更に、広島地裁昭和40．11，24判決（税資51号620項）は、「本件の場合は、   
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被告人一人が経営する事業所待として被告人にこれを課税するという意味で  

はなく、徴税の取扱上から外部に主宰者としてその名をもって代表的に事業  

している法人その他の社団財団に非らざる課税の対象から生ずる一個の事業  

収益である・ために、その代表者名をもって所得税法の適用を受ける課税の対  

象となるものと解するを相当という」べきであると判事した。この点につい  

て、碓井光明教授は「関係当事者間において共同事業として営まれている以  

上は、租税面においては、その内部関係に即して課税することが原則となる  

ものと考える。難解な条文とされている所得税法12条の一適用場面であると  

いってもよい。そして、例外的に、租税行政の過程において、ことさらに、  

個人事業であることを見せかけている場合には、税務署長の信頼保護の観点  

から、個人事業としての課税も適法祝されるものである。」と述べている。（13）   

以上のように、裁判例をみてみると、内縁関係を含む家族間における共同  

事業について、私法上の共同事業としての関係は認めながらも、税法上は給  

じて否定的な見解を示しているように思われる。  

4 アメリカにおける家族組合の取扱い  

（1）家族組合の税法上の取扱い  

アメリカの所得税制度においては、家族的企業の所得分割の方法として   

組合企業の意義が認められるのが一つの特色となっている。■逆に所得分割   

の利用可能性は、組合企業形態の存在意義の「つであるともいえる。主た   

る事業者が、家族に資本を贈与することにより組合を設立すること、若し  

くは、組合設立の後家族に持分を譲渡することにより、事業から生ずる所   

得の分割がなされているのである。これはアメリカにおける贈与税の実効   

性の低いことが所得分割を顕著にさせているという背景があると言われて  

いる。  

アメリカの所得税制度では、何が所得を構成し、また、何が必要経費と  

されるかということは、基本的には、個人企業に限らず、組合や法人にも   

同一の規定が適用される構造となっている。所得税制度上の組合とは、   
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「『組合』の用語は、組合のコモンロー上の意味よりもその範囲が広く、通   

常には組合と呼ばれない組織も含まれる」とされ、連邦裁判所の判例によ   

れば、組合であるには、「『企業の遂行に共同して参加する意図』の有無が   

決定的である」とされている。（14）この組合は、米国においてはパートナー   

シップ制度として存在し、これは制度的に早くから発展し、この形態をと   

るものは多い。米国流一法（thepartnerghipact）によれぼ、パートナー   

シップとは、2人又はそれ以上の人が共同所有者として、’利益を目的とし   

た事業を運営する組織であると規定されている。つまり、2人以上の者が、   

各々の資産・能力・経験を結合することに一致し、合法的に事業を経営す   

るものであり・、その構成員は、事業からの収益・損失を互いに分かちあう   

ものである。このパートナーシップ制度と、わが国民法上の組合は、若干   

の相違を除けば共同事業経営体としての共通性を有する非常に類似する制   

度であるといわれている。  

パートナーシップに対する課税の扱いは、Ⅰ・R岬Cのサブチャプター   

Kに示されており、これによれば、パートナーシヅプは純利益を計算する   

ための会計実体であり、個人の場合と同様の方法で計算されたパートナー   

シップ所得は、パートナーシップの会計期末に、その蒋分割合に応じて各   

々のパートナーに帰属し、各々のパートナーに課税されることとなる。し   

かし、パートナーシップ自体は、納税主体とはなり得ないが、申告書の撞  

出義務はく存在する。そして、アメリカにおいては、フナミリーパートナー   

シップ、つまり家族によ、る共同事業の存在を認めており、Ⅰ・R・C（70   

4（a））において規定されている・。この規定は二1′951年に導入され、また、   

その3年前の1948年には、夫婦所得合算制度が採用されたことと相まって、  

それ以前においては、租税回避を目的としで形成された‘ラァミリーパート   

ナーシップの有効性を争う判例が多く存在したが、．この規定の制定以後は、   

このようなパートナ、－シップの有効性を争う判例はほとんど存在していな   

い0（15）  

（2）家族組合における所得の帰凰   
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アメリカでは、所得の概念について、判例が「資本、労働、もしくは両   

者の結合から生ずる利得」と定義するのに対応して、所得の帰属について   

は、通常、（a）役務から生ずる所得（報酬、給与）と（b）財産から生ずる所得  

（利子、配当、賃貸所得等）とが区別される。そして、判例法によれば、   

法律上の権限のみに依ることなく所得の稼得者や所得を処分する力をもつ   

者が誰であるかというとが重視されるべきとされている。（16）  

しかしながら、家族的企業のように、事業から生ずる所得を扱う場合に   

は、新たな考慮が要求される。何故ならば、事業所得は労働と財産との結   

合した所得であるからであり、家族的企業の所得では、家族の人的役務  

（労働）と資産とを基礎にしているからである。労働の観点からは、ルー   

カス対アール（17）事件の判決により稼得する者に所得が帰属することとなる   

が、財産の観点からは、ホースト事件判決（18）によって所得の源泉を支配し   

もしくは所得を処分しうる者に組合所得は帰属されるべきであるというこ   

とになる。その後、納税者が作りだす様々な組合形態についてその組合の   

有効性について争われたが、組合に関する法律の規定がなかったことから、   

裁判例は帰属の認定基準について統一性を欠き混乱していた。そこで、前   

記のとおり、1951年に家族組合における所得の帰属をめぐる規定が次のよ   

うに定められたのである。（19）  

資本が実質的に所得生産要素（materiaIincome－PrOducing  

factor）である組合において資本持分を有する者は、その持分が他の  

者からの購入もしくは贈与であるとを問わず、所得税の目的で組合員  

として認められるものとする」（内国歳入法典704条（eXl）項）  

贈与によりなされた組合持分の場合には、組合契約による受贈者の  

分配持分額は自己の粗所得に含められる。但し、贈与者により組合に  

提供された役務に対する合理的な報酬額を控除することなく分配持分  

額を決定した場合、及び贈与された資本に帰属する分配額が贈与者の  

資本に帰属する分配額に比例する割合を越える場合には、この限りで  

はない」（内国歳入法典704条（eX2）項）   
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この規定が設けられたことにより、組合持分が家族間の贈与により与え  

られたものであっても、その家族が持分の真実の所有者である限りは、そ  

の者に所得が帰属することが明らかにされている。そして、この立法によ  

り、家族組合について、①資本を所得生産要素とする組合にはその存在を  

承認するとともに、（参人的役務を要素とする組合について制約を加えてい  

る。つまり、組合所得は、基本的にその持分（財産）の所有者に帰属する  

としつつ、役務の提供の程度により所得の配分を行うこととされたのであ  

る。闇  

〔注〕  

（1）碓井 光明「共同事業と所得税の課税」税理VOL．20 NG6 P91982．5  

（2）我妻栄「債権各論中巻二」岩波書店 P745  

（3）星野英一「民法概論Ⅳ」良書普及会 P300  

（4）星野 前掲書 P301  

（5）我妻 前掲書 P772  

（6）末川博「契約法（下）各論」岩波書店 P240  

（7）我妻 前掲書 P774  

（8）船木真由美「家族従業者の私法的地位と組合言果税」税理 VOL．28Nq6 P2  

1985．6  

（9）高橋昭典「所得税法」税務経理協会 P291966  

（1（》 碓井 前掲書 P13  

（11）碓井 前掲書 P7  

（12）船木真由美「家族従業者の私法的地位と組合課税」税理 VOL．28 Nα6P2  

1985．6   

（13）碓井 前掲書 P13  

（14）水野忠恒「日税研論集〔アメリカにおける中小企業課税〕」  

（卿 日本財務研究センター VOL．4 P202  

（15）前掲水野「日税研論集」VOL．4 P133  

（16）前掲水野「EI税研論集」VOL．4 P203   
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（17）ルーカス対アール事件判決（米連邦最高裁判所1930年判決）  

納税者は、当時夫婦別産別をとっていたカルフォルニア州の住民であったが、所   

得の帰属をめぐって、弁護士である夫がその報酬及び給与を受ける権利を妻と共有   

する契約を結んだのに対し、裁判所は「契約の有効性については問題はない」とし   

つつもン、「制定法は、給与所得を。稼いだ者に課税することができるとしているの   

であり、給与を支払時点において、稼いだ者にはいらないようにいかに巧妙に工夫   

しても、将来のための操作や契約によって課税を免れることはできないと定めてい   

ることは疑いがない」との判断を示した。  

（咽 ホースト事件判決（米連邦最高裁判所1940年判決）  

父親がその保有する利付社債の利札を満期前に息子に贈与した事案につき、「歳   

入法の主たる目的は、所得を稼せいだ者もしくはそれを受けとる権利を創設し、支   

払時にその利益を享受する者に課税するということである」として、「所得を処分   

する権利を有することは所有に等しい。他人に対する所得の支払いを保証すること   

は所得の享受である」と判示した。  

（1功 前掲水野「日税研論集」VOL．4 P210  

餌 前掲水野丁日税研論集」VOL．4 P212   
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第3節 まとめ  

企業活動の形態として、個人単独で活動を行う場合のほか、法人を設立する  

方法、組合契約による方式等が考えられる。現行法は、これら各種の企業形態  

を用意してその選択を事業者の自由に委ねており、租税制度も、制度の在り方  

としては同じ立場である。   

しかし、現行の租税法における所得計算の方法は、法人企業と個人企業の間  

では異なった方式となっており、法人企業に有利な方式となっている。その代  

表的なものとして、個人企業においては「親族が事業から受ける対価」の必要  

経費算入が規制されていることにある。このことは、わが国における小規模同  

族法人数が世界に類を見ないほど多く存在しその約70％が欠損法人であること  

がその証左であると考えられる。   

個人企業に対して法人企業が優遇される理由は、中小企業育成という政策目  

的があるとするならば、それは、個人企業に対■しても同等の機会が与えられる  

べきであり、法人企業と個人企業の間において異なる所得計算の方法を設ける  

理由はないと思われる。ベンチャー企業の育成という目的のものであれば、引  

当金なり準備金なりの措置を講ずるのが本来の方法ではなかろうか。   

また、家族的企業の場合には、租税理論上は現行法においても民法上の組合  

が成立する余地はあるが、現行法においては明確な規定がないため利用する者  

が少ない状況にある。裁判では、遺産分割の争いに関して、組合関係の実質を  

備えているが故に事後的に組合関係が擬制された事例はあるが、所得の帰属に  

関する裁判においては総じて否定的な解釈を示している。その点、アメリカで  

はIRCにファミリーパートナーシップの規定が設けられており、所得計算に  

ついては大筋において個人企業や法人企業と同様になっている。   

税制改革法はその基本理念として「経済に対する中立性」を掲げている（同  

法3条）のである。そして、現行法が企業家に企業形態を選択する自由を委ね  

ているのであるとするならば、租税法にあっては、個人企業・法人企業・組合  

企業間における所得計算上の差異はできるだけ少なくすべきであると考える。   
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第4章 課税単位   

所得税は個人に対して課されるといっても、人は家族と共に生活し、消費生  

活を共同にしているので、個々の所得者を対象として課税するのか、あるいは  

消費生活の単位としての「世帯」に着目して「世帯」に属する個人の所得を一  

緒に考えて課税するのか、更に「世帯」単位の課税をするとしても、その「世  

帯」の範囲をどのように考え、また、勤労所得、資産所得等の所得の種類は問  

わないのか等、様々な問題がある。この間題は、いわば所得税の担税力をどの  

ような「単位」で測定するのがよいのかという問題で、一般に「課税単位」の  

問題として論ぜられている。11’   

親族が事業から受ける対価の取扱いの考察に当たって、この課税単位の問題  

は非常に密接な関係にある。したがって、この節においては、わが国における  

「課税単位」に関する議論を整理し、諸外国における課税単位についての議論  

を参考にしながら、親族が事業から受ける対価と課税単位との関係について考  

察する。  

1 わが国における課税単位   

わが国では、明治20年（1887年）に所得税が採用されて以来、昭和25年ま   

で、戸主および同居家族の所得はこれを合算し、その総額に税率を適用して  

所得税を算出することとされてきた。これは、わが国の所得税のモデルとさ  

れたプロイセンほIの制度にならったものであって、わが国の戦前の家族制度   

に合致するものであった。もっとも、わが国の所得合算制度は、少なくとも  

大正2年以降は、税額計算の技術としての意味合いが強くなり、合算額に税  

率を適用して算出した金額はこれを戸主およびその家族の所得金額に応じて  

按分し、その按分額を各々の税額とすることとされた。t3－   

これに対して、シヤウプ勧告は、合算制度を廃止すべきであるとして次の   

ような勧告を行っている。「日本の現行所得税法では、同居親族の全員の所  

得は累進税率を適用するために合算することを要する。この措置は形式的に   
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は伝統的な日本家族制度に従うものである。しかし実際においてはこれは幾  

多の好ましからざる効果を伴っている。したがって、同居親族の所得合算は、  

これを廃止して各納税者が独立の申告書を提出し、他の所得と合算すること  

なく各人の所得額に対する税額を別々に収めさせるように勧告する。しかし、  

扶養控除が行われる場合には、扶養親族と主張されている者の所得を納税者  

の所得に合算しなくてはならぬ措置を講じておくのは適当である。しかし、  

この個別申告制にある程度の制限を設けておかないと、要領のよい納税者は、  

配偶者または子供に財産及びこれから生ずる所得を譲渡することによって税  

負担を軽減しようとするから、．相当の問題が起こることが予想される。同様  

にして、かれらは妻子を同族の事業に雇用して、これらに賃銀を支払うとい  

う抜け道を講ずるであろう。納税者と同居する配偶者及び未成年者の資産所  

得はいかなる場合にも納税者の申告書に記載させ合算して課税することによ  

ってこの種の問題は避けられるのであるが、これは個人申告の原則を大して  

犠牲にするものとはいえまい。同様にして、納税者の経営する事業に雇用さ  

れている配偶者及び未成年者の給与所得は、納税者の所得に合算させるよう  

にすべきである。しかし、納税者が自分のために働き、成年の世帯員に対し  

て給与を支払う手続きを形式上とる誘因は今なお存するのである。かれらが  

かようにすることについては原則として反対しないが、但し、給料の支払い  

はそれを受ける本人の現実の収入にならなければならない。このことは現在  

のところ一般的な慣習とはなっていないようであり、また扶養控除の緩和を  

図ることは、旧来の慣習を固執する者に対する差別待遇をある程度より緩和  

した水準にまで減少せしめることになる。」（41   

この勧告を受けて、昭和25年の所得税法の改正により、それまでの合算課  

税制度は廃止されている。それ以来、わが国では、各人の所得税額はその所  

得の大きさに従って別々に算出する制度が採られている。もっとも、シヤウ  

プ勧告も、前述したように無条件に合算制度の廃止を勧告したわけでなく、  

財産を妻子に贈号することによる資産所得の分割や、妻子を自己の経営する  

事業に雇用することによる事業所得の分割を封ずる必要があることを強調し   
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ており、これを受けて現行所得税法は、資産所得合算課税制度（96条以下  

〔昭和63年法改正で廃止〕）及び家族従業員への対価の必要経費不算入（56条）  

を定めている。したがって、戦前の制度と戟後の制度を完全に断絶したもの  

と見ることは安当でないが、しかし、制度が家族を単位とする制度から個人  

を単位とする制度に基本的に転換したことは否定できない。   

その後、資産所得合算課税制度については前述（第1章第1節4）のとお  

り昭和61年10月の「税制についての抜本的見直しについての答申」において、  

廃止するのが適当であるという答申が行われ、昭和63年の法改正により廃止  

された。したがって、現行法においては「家族従業員への対価の必要経費不  

算入（56条）」だけが個人単位課税の例外として残っていることとなる。  

2 課税単位の類型   

課税単位について、金子宏教授は次のように類型化して説明している。  

（1）課税単位の類型としては、大きく分けると、個人を課税単位とする方式  

と、夫婦なり家族なり個人を超える消費生活上の単位を課税単位とする方   

式とがある。前者を個人単位主義（individuslunitsysutem），後者を消   

費単位主義（consumptionuni－tSyStem）と呼ぶことにする。  

（2）消費単位主義の中にも、さらに種々の類型がある。まず、消費単位のサ   

イズの取り方によって、夫婦単位主義（maritalunit）と家族単位主義   

（familyunit）とに分けることができる。更に、家族単位主義の下におい   

ても、夫婦と子倶（いわゆる核家族）を単位とするか、それとも扶養父母   

等も含めた単位とするかの別がある。  

（3）消費単位主義における税額計算の方法としては、消費単位の構成員の所   

得を合計した金額にそのまま税率表を適用するか、それともそれを構成員   

の間に分割して税率表を適用するかによって、合算非分割主義（unit   

apporach）と合算分割主義（incom－eSplitrtingmethod）の別がある。更   

に合算分割主義の中にも、消費単位の構成員の所得の合計額を構成員の間   

に均等に分割する方法と何らかの傾斜をつけて分割する方法とがあり、前   
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者を均等分割法と呼び、後者を不均等分割法と呼ぶことができる。  

（4）消費単位主義において適用すべき税率表については、独身者と夫婦ない   

し世帯に対して同一の税率表を適用する方法と、異なる税率表を適用する   

方法とがあり得るが、前者を単一税率表制度（singlerstessysutem），後   

者を複数税率表制度（二重税率表制度－multiplerstessystem，dusl   

ratessystem）と呼ぶことにする。  

（5）したがって、消費単位主義の中には、2から4までの種々のファクター   

の組合せにrよって、いろいろの類型が存在しうることになる。しかも、そ   

のそれぞれについて個人単位主義との選択を認める制度が可能であるので、   

その数は相当の多数に上ると考えられるが、従来から諸外国で用いられて   

きた主要な類型としては、次の三つをあげることができる。  

① 夫婦単位合算非分割主義  

（多 夫婦単位合算均等分割主義（二分二乗制度）  

（参 家族単位合算不均等分割主義   

（》はイギリスで（1986年以降個人単位課税に転換）、（参はアメリカ及び   

ドイツで、（参はフランスで用いられた方法であり、またスウェーデンは、   

最近まで（∋と（参を併用する方法を用いてきたが、これらの諸外国において   

も、最近、伝統的方式に対して種々の批判がなされており、また制度の手  

直しが行われている。課税単位に関する各国の制度は、租税制度が一般的   

にそうであるように＼それぞれの歴史的・社会的・経済的・法律制度背景   

の相違に応じて多様であるが、個人単位主義が近代的個人主義の高度に発   

達した社会に対応し、消費単位主義が近代的個人主義の成熟度の低い社会   

に対応する、という単純な図式が必ずしも妥当しないこ七である。確かに、   

わが国について見ると、この図式は一応安当する。すなわち、わが国では、   

前述のように、戦前は家族単位合算非分割主義が採用されていたが、戦後、   

個人単位主義がそれにとって代わった。これは、おそらく、一つには家族   

制度の廃止に対応するものであり、、個人単位主義の方が、、近代的個人主義   

の理念に合致すると考えられたためであると思われる。しかし、近代的個   
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人主義の最も発達していると見られるアメリカにおいては、当初は個人単   

位主義が採用されていたが、その後、個人単位主義と消費単位主義（二分   

二乗制度）との選択が認められるに至ったのである。このことは、個人単   

位主義のほうが消費単位主義よりも近代的であるとか、より進歩的である   

とは必ずしもいえないことの一つの例証であるといえよう。（6）  

3 諸外国にける課税単位の動向   

前述のように、諸外国において採用されている課税単位は様々であり、ま   

た、それぞれの国において様々な議論が行われているところである。この間   

題が各国において議論の対象とされ、種々の改革の試みがなされつつあるこ   

とは、この間題の重要性とその根本的再検討の必要性とを示しているといえ   

る。改革の動きとそれを支える議論の中で特に注目されるのは、二分二乗制   

度の欠陥が強く指摘されていること、消費単位主義を基礎とする複数税率表   

制度が識者の強い指示を受けつつあること、夫婦単位合算非分割主義が妻の   

勤労所得の分離の方向に修正されつつあること、等である。田   

近年においては、世界的に、既婚婦人の就労に対する配慮、結婚に対する   

中立性及び個人のプライバシーの保護が一層重視されるようになってきてお   

り、このような近年の動向を反映して、所得税における男女の平等な取扱い   

を論じたEC委員会の覚書〔ECCommission（1884）〕は、男女の平等な   

取扱いを達成するという見地からは完全な分離課税（個人ベース課税）が推   

奨されるべきであり、少なくとも夫婦は分離課税のオプションを利用できる   

ようにすべきだと結論している。181   

なお、事業所得計算については、先進諸国の主な国においては、ほとんど   

が個人単位で行われており、日本における現行所得税法56条のような規定を   

設けている国はほとんど見当たらない。削（10）事業所得の計算においては、家   

族従業員に対する給与は経費として認めた上で、前述のような課税単位の冨義   

論を行っているのである。ただし、多くの国において、夫婦合算課税制鹿又   

は夫婦合算課税制度と個人単位課税との選択制を採っている国が多いことか   
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ら、事業所得の計算だけを捉えて判断するわけにはいかない問題である。  

したがって、「家族従業員に対する対価」の取扱いを、課税単位の問題と  

して捉えなければならないのか、それとも、課税単位とは切り離し、別の視  

点から考えるべきか否かにより、所得税法56条に対する考え方も変わってく  

るものと思われる。  

4 裁判例にみる課税単位の見解   

課税単位の問題に関係する裁判例の一つに、大阪地裁昭和34年1月17日判   

決の「所得税審査決定取消請求事件」（税資29号12頁）がある。この事例は、   

夫が稼得した給与所得、事業所得は妻の協力により取得され、夫婦はそれぞ  

れ各平分された所得について申告納税すべきであり、これと異なる審査決定  

およびこの右決定の根拠となった所得税法は憲法24条（両性の平等等）等に  

違反する、として争われたものである。この判決においては、「現行所得税  

法が別産主義に基づきその納税義務を確定せんとするも、もともと課税物件   

となるべき夫婦の所得が法律制度としての別産主義により規定され、認識 

なければならないものであり、かつ右の法律制度が違憲であるとは判断し得   

ないところであるから、所得税法が原告引用の憲法24条、30粂に違反する点   

ありとはいえず、所論は租税政策の立法論として、所得の概念につき民法か   

らはなれた独眉の解釈をなし得る租税法規を制定することの可否に帰着すべ   

き問題をいうにすぎない。」と判示し、その上で、「もっとも、夫婦の協力に   

よりその一方が取得した財産の総額及び取得のために他方が協力した程度の  

評価において、それが現実的な対価収入をそれぞれに伴ういわゆる夫婦共稼  

ぎの場合と向一視せられるときといえども、現行所得税法上前者にあっては、  

実質課税の原則について規定した同法3条の2の適用の枠外にあり、その名  

で取得した配偶者の一方のみの所得と認定して基礎控除をする外、他方を扶  

養者として所得額から扶養控除するにとどまり、後者にあっては配偶者のそ  

れぞれに分割された所得とし、各自について右扶養控除より高額な基礎控除   

をなして所得額を算定するものであるから、税額の累進制の点からも後者が   
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前者に比し、差別的に優遇されている結果となる不公平を避けがたいことは  

否定し得ないところであるけれども、夫婦の協力の割合を評価して各自に帰  

属すべき所得額を算定するものとすれば、右の認定は事実上著しく困難であ  

って、実際の運用にあたり迅速簡便な技術と徴税費用の節減とを要求される  

課税制度の趣旨に反することとなり、右にみた程度の租税法上の不合理があ  

るからといえ、それが先に示した所得税合憲の判断を左右する事由とはなり  

えない。」と判示した。この判示によれば、程度問題であるとは∀、、うものの、  

現行法上の夫婦間の所得の帰属について不合理の存在することを示唆してい  

るものと思われる。  

5 所得税法56条及び57条と課税単位の問題   

現行所得税法は、部分的に世帯単位を考慮した規定を設けている。これら   

の規定のうち、ンその多くは所得控除に関するものであり、担税能力を考慮す   

れば相当のものと考えられる。しかし、所得計算に関する規定である所得税   

法56条については、必要経費の特例として、所得税法体系の中にあって例外   

的な規定となっている。この規定は、家族的企業についてのみ世帯単位課税   

を行うことを考慮した規定であることから、課税単位の問題として議論され   

ているところである。   

税制調査会においても、前述のとおり、昭和61年2月25日に出された「税   

制の抜本的見直しについての答申・報告」の中で、課税単位に関する専門小   

委員会は「所得税法56条及び57条と課税単位」の間置であるとして、「近時、  

（イ）専業主婦の夫の稼得に対する貢献（内助の功）を評価する方策を考えては   

どうか、（ロ沖堅所得層の負担の績和を図るために、二分二乗制を採用しては   

どうか、い事業所得者等が完全給与化された青色専従者給与の支払いを通じ  

「所得分割」を行うことにより、累進課税が大幅に緩和されているため、給   

与所得者との間に負担のアンバランスが生じていることにどう対応するか、   

あるいはHパートに出ている主婦の所得が一定額を超えた場合にかえって家   

族全体の税引後手取り所得が減少するという断層減少（いわゆる「パート間   
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題」）を解消する方策とならないか、といった点から、課税単位を見直すべ  

きではないかという意見が出されている。」という報告を行っているが、税  

制調査会の答申としては、「青色の事業所得者について事業専従者に所得を  

分与することについては、就労の実態がある限りにおいて税制としてそれを  

否定することには無理がある。」とし、「過大な給与の支払等がある場合に  

は制度の厳正な運用により対処していくのが適当であると考える。」と結ん  

でいる。   

所得税法56条の趣旨は、①家族間において対価を支払う慣行がない、②家  

族間の取決めによる窓意的な所得分剖の防止、③客観的に合理的な単価の額  

を計算することが実際上困難である、という3項目の理由により家族間にお  

ける対価の支払いを認めず、結果として、事業所得については家族単位の課  

税を行うこととされているのであり、課税単位と密接に関係する問題ではあ  

るが、課税単位そのものの問題とは異なる。   

所得税法56条の規定は、家族間における対価の支払いを認めないという規  

定であることから、専従者給与については妻以外の家族従業員が含まれ、へま  

た、賃貸料や借入金の利子なども含まれてくるので、違った観点からの検討  

を要する問題である。   

事業所得者については専従者給与の支払を通じて所得分剥が行われこれ  

を踏まえた課税が行われており、所得分割ができない片稼ぎサラリーマン夫  

婦との間にアンバランスが生じていると言われるが、事業所得者と同じ所得  

を有する共稼ぎのサラリーマン夫婦とは同じ条件であり、そのバランスはと  

れていると考えられ、問題はこの3著聞の比較の問題となるのであり、ここ  

で始めて、この3者間の比較が課税単位の問題となるのである。   

ただし、事業所得者とのバランスを周る見地から、青色事業所得者につい  

て夫婦間の所得の分割を認めてきたことの延長線上でヾ給与所得者について  

も、その所得の稼得に対する妻の貢献の実態に応じて、課税上妻に所得の分  

与を行うことを検討する余地があるのではないかという意見については、次  

のような問題がある。給与所得者の妻の貢献が内助の功としての貢献である   
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のに対して、事業専従者である妻については、声際に事業に従事し、その従  

事内容に応じた給与の支払いである点に相違がある。内助の功に対して、そ  

の貢献に応じた分与をするのであれば、その前に、内助の功としての帰属所  

得を評価し、これを所得と認定しなければ不合理なこととなるが、帰属所得  

についての客観的に安当な評価方法は確立されていない現状においては、両  

者の比較は難しいのではないかと考える。   

以上のことから、所得税法56条については、課税単位の問題ではなく、現  

行法における所得計算の特例としての存在意義を検討すべき問題であると考  

える。  

6 まとめ   

各国の所得税法における課税単位の取扱いは様々であり、また、同一国に   

おいても取扱いが変化している場合が多い。課税単位はいかにあるべきかと   

いう問題ちこ関する租税専門家の見解には、、支配的な定説があるとは言えない。   

その理由としては次の諸点が指摘される。それは、①家族構成と就業形態が   

異なる世帯間における課税の公平の問題は、多様な側面を持つため、明快な   

一義的解決法を提示することができない。（参課税単位の選択に関しては、公   

正の観点から望ましいと判断される方式と、効率の観点から推奨される方式   

とが、正面から衝突しやすい。（∋望ましい課税単位の決定にあたっては、執   

行面における簡便性に配慮すると同時に、人為的な所得分割による租税回避   

の危倶を小さくしなけらればならな＼い、（11）というものである。  

この間題が各国において議論の対象とされ、種々の改革の試みがなされつ   

つあるのは、その重要性を象徴していると言える。   

なお、家族間の取引を所得税との関係でどのように取り扱うかは、課税単   

位と密接な関係を有する問題である。たとえば、個人単位主義の下では、家   

族間の取引をそのまま認めると、所得分割を無制限に容認することになりか   

ねない。しかし、この間題は、個人単位主義の下で発生する問題ではあって   

も、課税単位そのものの問題ではない。（12）したがって、家族間の取引につい   
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ては、その取引が独立当事者間取引（arm’slengsbargain）の要件を満た  

しているかどうか、及び租税回避以外の正当な事業目的を持っているか否等  

について、法整備等対処策を講じればよいのではないかと考えられる。   

現行法にあっては、個人単位主義の下での窓意的な所得分散の招きやすい  

事業所得等について、例外的に家族間取引を規制する措置（所得税法56条）  

を採っているが、このような制度があるが故の問題点について種々論じられ  

ている（13）ことに鑑みれば、この規定は廃止すべきである。  

〔注〕  

（1）注解所得税法研究会編「注解所得税法」大蔵財務協会1997．2 P49  

（2）ドイツ北部の大部分を占める地方の名称。かつては、ドイツの最も強大な一王国   

で、ドイツ統一の核心をなした。  

（3）金子宏「課税単位の研究（所得課税の基礎理論中巻）」有斐閣1996．3 Pl  

（4）前掲 金子宏  Pl  

（5）シヤウプ勧告 第1編 第4章E節「世帯単位の取扱」 P73  

（6）金子宏「所得税の理論と課題」  有斐閣 1997．3P4  

（7）金子宏「課税単位と譲渡所得の研究」有斐閣 P4  

（8）藤田晴「所得税の基礎理論」中央経済社1992．11P59  

（9）村井正『課税単位論』税務経理協会「所得税の理論と課題」1996．3 P77  

㈹ 次頁参照   

卸 前掲 藤田 P43  

（1功 金子宏「ボーリスビトカーの課税単位論」  

㈹ ① 所得税の立法の趣旨とされた個人事業の実態や税務当局の徴税能力は立法当  

時と比較しての変化している。  

② 青色申告の特典と白色申告者の記帳義務化の問題として、青色の特典の中の  

経費性項目について、記帳義務の課された白色申告者に認めないのは不合理で  

はないか。  

（釘 法人成りした個人類似法人と個人企業との税負担の較差   
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第5章 結論   

親族が事業から受ける対価の取扱いを規制する所得税法56条の立法趣旨は、  

わが国における個人事業が家族全体の協力の下に家族の個人財産を共同で管理、  

使用して成り立つものが多く1それについて個々の好価を支払う慣行があると  

はいえないため、家計と事業から生ずる所得を切り離して考えること自体に無  

理があり、個人財産の使用に対する対価を一般に必要経費に認めるととすると  

家族間の取決めによる窓意的な所得分割を許すこととなり、税負担の不公平を  

もたらす結果となること、また、その対価の金額も窓意的に決められることが  

多く、客観的に合理的な対価の額を算出することが実際上困牲であることなど  

を根拠として設けられた規定である。   

しかし、この規定が制定されてから既に50年余を経過しており、当時の時代  

背景や個人事業の実態は、その後の社会経済情勢の変化に伴って大幅に変化し、  

白色申告者に対して記帳義務を課せる程に記帳慣行が定着したと言われている。  

また、個人の権利意識や家族関係についても当時とは大幅に異なる状況になっ  

ており、更に、課税当局の徴税体制や租税理論の発達も目ざましい状況にある。  

そして、申告納税制度が定着し、納税者痍境も整ってきた今日においては、所  

得税法56条を存続させる理由カゞ乏しくなっているものと考えられる。   

また、所得税法56条は、個人事業における家族間取引の制限規定である「親  

族が事業から受ける対価の特例」であることから、この規定により次のような  

不合理が生じている。例えば、白色申告者に対する記帳義務の法制化により、  

青色申告制度の下における専従者給与の取扱いは、記帳義務の課された白色申  

告者との関係において不合理な取扱いとなっている。その原因は、本来軽費性  

を有する専従者給与についてこれを56条の規定により親制し青色申告の特典と  

していることにある。加えて、「法人成り」に象徴される法人企業と個人企業  

の間における税負担の不公平の問題についても、その大きな原因の一つは、個  

人企業の所得計算において「親族が事業から受ける対価の特例」により家族間  

取引が制限されていることによるものであること、等が挙げられる。   
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そこで、これらの問題を解消するためには、個人単位課税の特例規定である  

とされる所得税法56条の規定を廃止し、親族間の取引であっても第三者間取引  

と同様に取り扱うこととすべきである。   

ただし、この特例の廃止に際しては、親族間の取引における窓意性を排除す  

る必要がある。この間題への対処方法としては、家族従業員に対する給与につ  

いては、法人税法における「役員の親族である使用人に対する過大な給与の損  

金不算入規定」（平成10年4月創設・法人税法36条の2）と同様の規定を所得  

税法にも設けることにより対処できるものと思われる。また、給与以外の親族  

間取引については、その取引が独立当事者間取引の要件を満たしているかどう  

か、及び租税回避以外の正当な取引日的を持っているか否か、等を判断基準と  

する制限規定を設けることにより対処が可能であると考える。   




